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 スポーツ現場において、外傷・障害発生・再発予防、応急処置、およびリハビリテーションを目

的にテーピングが使用されている（Constantinou and Brown,2010; 石山,2011; 岩崎,2009; 三

宅,2004; Rose,2010; 鹿倉,2007; 舌,2006）。スポーツにおける怪我の中で、手関節の怪我は、足関

節、手指、膝、下腿に次いで5番目の発生頻度で、全外傷の4.5％であり（スポーツ安全協会, 2004）、

特に体操競技では約10％の発生頻度となる（林と岩崎,2014）。そのため、手関節へのテーピングは、

主に手関節に負担のかかる競技において外傷・障害発生・再発予防を目的に使用されている（中

嶋,2005）。 

手関節のテーピングは手関節部に巻く方法（以下、手関節テーピング法：図1-1）と手関節部で

テープが交差するようにX字状に巻く方法（以下、Xテーピング法：図1-2）の2種類がある

（Constantinou and Brown,2010; 石山,2011; 岩崎,2009; 三宅,2004; Rose,2010; 鹿倉,2007; 吉

本,2007; 舌,2006）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この内、手関節テーピング法（図 1-1）は選手自身でも簡単に巻くことができるため、様々な現

場で使用されている。手関節テーピング法は、選手自身の感覚やトレーナーの経験によって施行さ

れ、手関節のあらゆる関節可動域（:以下、ROM：range of motion とする）を軽度に制限すると報

告されている（石山,2004; 鹿倉,2007; 吉本,2007）。しかしながら、手関節テーピング法による ROM

の制限効果は、客観的に明らかにされていないため、検証する必要がある。 

ROM（関節可動域）の測定法は、被験者自身が能動的に動作を行ったときの可動域を測定する

「自動 ROM 測定法」と、検査者が被験者の対象部位に他動的に力を加えたときの可動域を測定す

る「他動 ROM 測定法」の 2 つがある。競技場面では、選手自身の能動的な関節動作に加え、なん

らかの外力によって関節動作が強制される場合がある。そのため、ROM の評価には、上記 2 つの

測定法による評価を行う必要がある。 

一方、これまで、テーピングによる運動パフォーマンスや筋力発揮への影響を検討した数多くの

報告がある (Werner et al.,1993; Kowall et al.,1996; Morin et al.,1997; Herrington and 

Payton,1997; 鵜飼ら,1999; Morrissey,2000; Tobin and Robinson,2000; Alexander et al.,2003; 

Cordova et al.,2005; Selkowitz et al.,2007; McCarthy et al.,2009; Alexander et al.,2008 )が、筋

力発揮への影響については一致した結果が得られていない。手関節テーピング法について、Rettig 

et al. (1997)は、手関節単独および手指単独のテーピングでは握力発揮値に変化がみられなかった

が、手関節と手指の両方にテーピングをすることで、握力発揮値が低下したと報告している。また、

図 1-1：手関節テーピング法 図 1-2：Ⅹテーピング法 
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Kauranen et al. (1997)は、等速性筋力発揮の低下や反応時間の遅れなどを報告している。これら

の報告から、手関節テーピング法により筋力発揮やパフォーマンスへの負の影響が懸念される。 

手関節に関係する筋力の中でも握力は、柔道やレスリングなどの格闘技や、器械体操等の競技に

おいて必要とされる。その一方で、これらの競技は手関節部への負担が大きく怪我のリスクも高い

（林と岩崎, 2014）。よって、外傷予防を優先するテーピングにより、握力発揮が低下するのであれ

ば、テーピング使用の可否を判断しなくてはならない。そのため、手関節の ROM 制限効果と併せ

て握力への影響を明らかにする必要がある。 

川野（1985）と舌（2006）は、テーピングの効果に影響を及ぼす因子として使用テープ（非伸

縮性・伸縮性テープ）やテープ圧の違い等を報告している。これらは一般的なテーピング全般に関

する報告であり、手関節のテーピングについて、使用テープの違いによる影響の詳細までは検討さ

れていない｡また、Constantinou and Brown（2010）はテープ圧の影響を指摘しているが、テー

プ圧は各種テーピング法の目的や用途に応じて施行者の感覚によって調整されており、客観的な指

標に基づくテープ圧の違いによるテーピングの効果は明らかにされていない。また、各種テーピン

グにおいて、筋力発揮に関する研究結果が一致しない理由の一つに、テープ圧の影響も考えられる。

しかしながら、多くの研究ではテープ圧の影響は検討されていないのが現状である。 

そこで本研究では、競技スポーツ経験のある健康な男子大学生を対象に、外傷予防としての手関

節テーピング法に着目し、非伸縮性テープと伸縮性テープの違い、およびテープ圧の違いが、手関

節の ROM および最大握力発揮に及ぼす影響について検討することを目的とした。 

 本研究の知見より、手関節テーピング法によるROMおよび握力発揮への影響を検証し、使用テ

ープによって、関節可動域を制限し、握力発揮に影響を及ぼさない適切なテープ圧を提案すること

が期待できる。 
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第 1 節 テーピングとは 

 本研究では、テーピングが関節可動域、および筋力発揮に及ぼす影響を検討する。そこで本節で

はテーピングについて、先行研究を整理する。 

 

第 1 項 テーピングの目的 

Rose (2010) は、テーピングの役割として以下の項目を挙げている。 

①包帯やパッドを適所に固定する。 

②外傷直後に対象部位を圧迫し、出血や腫れを抑える。 

③靭帯、腱、筋肉を支持することで、さらに傷害を受けないように保護する。 

④望ましくない関節の動きを制限する。 

⑤怪我をした組織を圧迫なしに最適な回復を可能にする。 

⑥エクササイズやストレッチ中に、機能的肢位を確保し怪我をした組織を保護および支持する。 

 

岩崎（2009）は、テーピングの目的として以下の項目を挙げている。 

①予防としてのテーピング：スポーツに参加することによって、怪我をしやすい部位にあらか

じめテープを巻いて、怪我そのものを予防したり怪我の程度を最小限に食い止めたりする。 

②応急処置としてのテーピング：怪我が発生したときに行うテーピングであり、患部を安静に

保持する。 

③再発予防としてのテーピング：怪我の後、その部位の機能が十分回復し、スポーツに復帰す

る際に、再発を予防する。 

 

石山（2007）は、テーピングの目的として以下の項目を挙げ、スポーツ現場では、①～③を目的

に使用すると報告している。 

①怪我の予防 ②障害時の応急処置 ③再発予防 ④リハビリテーション ⑤治療 

 

 三宅（2004）は、テーピングの目的を「傷害の発生予防」、「傷害の再発防止」、「応急処置」と報

告している。 

 

鹿倉（2007）は、テーピングの目的を外傷の「予防」、「応急処置」、「再発予防」と報告している。 

 

 以上のように、テーピングは目的に応じて 2 つに大別され、1 つは望ましくない関節の動きを制

限することで怪我の予防および再発予防に、もう 1 つは応急処置として怪我の悪化の防止および怪

我をした組織の保護、支持用に用いられる。前者は、スポーツ現場で求められることが多い。 
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第 2 項 テープの種類と役割 

 スポーツ現場で関節の固定を目的に使用されるテープは、主に非伸縮性テープと伸縮性テープ

（ハードタイプ）である（石山,2007; 岩崎,2009; 三宅,2004; 鹿倉,2007; Rose,2010）。この他に近

年、筋の動きをサポートするテープ（筋肉サポートテープ）も開発され使用されている。 

 尚、伸縮性テープにはソフトタイプもあるが、目的とするテーピングの貼付後(足関節や膝関節

のテーピング後)に、全体の密着度向上にテーピング貼付部全体を覆うように用いられるため、ハ

ードタイプと用途が異なる。 

 

Rose(2010)は、筋肉サポートテープを含めテープの使用目的を以下のように示している。 

1 非伸縮性テープ（図 2-1） 

①靭帯や関節包などを支持する。 

②関節の運動を制限する。 

③外傷の予防に用いる。 

④伸縮性テープの末端を固定する。 

⑤伸縮性テープを補強する。 

⑥固有受容感覚を強化する。 

 2 伸縮性テープ（ハードタイプ, 図 2-2） 

  ①軟部組織を圧迫して支持する。 

  ②筋肉周囲を固定し、関節の伸展を許容する。 

  ③保護パットを適所に固定する。 

3 筋肉サポートテープ（キネシオテープⓇ等、図 2-3） 

 骨格筋や皮膚と同程度の伸縮性を持つテーピングであり、骨格筋や腱の走行に沿って貼付する

ものであり、以下の効果が期待される。 

  ①筋肉の動きを補強する。 

  ②運動後の疲労回復。 

  ③痛みの軽減。 

  

 

 

三宅(2004)、 鹿倉(2007)、石山(2007)、および岩崎(2009）は、関節固定のテーピングは部位や

目的に応じて非伸縮性テープと伸縮性テープとを使い分けたり、併用したりすることを報告してお

り、一般的に非伸縮性テープは固定力を強固にする場合に、伸縮性テープは可動域の大きい関節に

対し、ある程度の関節運動を許容する場合に用いると報告している。 

図 2-1 非伸縮性テープ 

図 2-2 伸縮性テープ 

図 2-3 筋肉サポートテープ 



第 2 章 先行研究 

 9 

Abián-Vicén et al. (2009) は、足関節のテーピングにおいて、テープなし、非伸縮性テープ、

伸縮性テープの各条件で足関節の可動域に及ぼす影響を検討したところ、非伸縮性テープは伸縮性

テープよりも可動域制限効果が大きいが、運動による可動域制限効果（テーピングによる支持性の

持続効果）の低下は、非伸縮性テープを用いた場合の方が大きいと報告している。 

 

吉田(2012) は、キネシオテープ®などの筋肉サポートテープの効果として、筋機能の改善、体液

の循環改善、疼痛抑制、関節矯正、治療効果持続時間の延長等を報告している。 

 

以上のように、外傷・障害の予防と治療を目的としたテーピングには、非伸縮性テープ、および

伸縮性テープ（ハードタイプ）が使用される。筋機能を調整し疼痛軽減を目的としたテーピングに

は、筋肉サポートテープが使用されている。足関節のテーピングでは、非伸縮性テープのほうが伸

縮性テープよりも可動域を制限する。しかしながら、手関節テーピング法においては、非伸縮性テ

ープと伸縮性テープの違いによる可動域への影響は十分に検討されていない。 

 

第 3 項 テーピングの効果に関する研究 

 舌（2006）は、テーピングの効果に関する研究を以下の 3 点に大別し、テーピングに関する研究

は足関節や膝関節に多く、上肢に少ない傾向にあると報告している。 

①関節可動域、運動能力に及ぼす影響 

②支持性の持続時間（可動域制限効果の持続時間など） 

③臨床的効果（痛みに対する効果など） 

また、舌（2006）は、下肢の関節可動域制限に関する効果は多くの論文で報告されているが、運

動能力への効果は一致した見解が得られていないと報告している。 

 

健常者を対象に、テーピングが筋力発揮や運動能力に及ぼす影響について検討した先行研究を以

下に示す。 

 

Morin et al. (1997) は、健常者 10 名を対象に、非伸縮性テープを用いて僧帽筋の上部線維を

対象に筋力発揮抑制を目的としたテーピングを行い、筋力発揮が抑制された結果を報告している。 

 

Cools et al. (2002) は、健常者 20 名を対象に、非伸縮性テープを用いて能動的な屈曲および

外転時の肩甲骨筋を対象に筋力発揮抑制を目的としたテーピングを行い、テープを貼った僧帽筋

上部、下部線維、および前鋸筋の筋活動に変化が見られなかったことを報告している。 
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鵜飼ら (1999) は、健常男性 26 名を対象に、伸縮性テープを用いて下腿外旋制動のサポート

テープを行い、内側広筋の筋活動が増加したことを報告している。 

 

McCarthy et al. (2009) と Tobin and Robinson (2000) は、健常者を対象に、非伸縮性テープ

にて大腿部外側広筋に筋力発揮抑制を目的としたテーピングを行い、階段昇降時の外側広筋の筋

電図活動が低下したことを報告している。 

 

Alexander et al. (2003; 2008) は、健常者を対象に Morrisey (2000) の報告した非伸縮性テー

プを用いて、筋肉の活動を亢進させるためのテーピング法を実施した結果、筋活性の指標である

H 反射（Hoffman reflex）の振幅がテーピングにより減少し、テーピングに張力を加え圧を付加

することでさらに減少したため、筋活動の亢進効果は確認されなかったと報告している。 

 

Kauranen et al. (1997) は、健常者を対象（女性 12 名、男性 2 名）に非伸縮性テープにて足

関節のテーピングを行い、等速性筋力やタッピング回数の低下などの各種運動能力の低下を報告

している。 

 

外傷の既往を持つ人を対象に、テーピングが筋力発揮や運動能力に及ぼす影響について検討した

先行研究を以下に示す。 

 

Selkowitz et al. (2007) は、慢性肩痛患者 21 名を対象に、非伸縮性テープを用いて僧帽筋上

部線維に筋力発揮抑制を目的としたテーピングを行い、筋力発揮が抑制された結果を報告してい

る。 

 

Werner et al. (1993) は、膝蓋大腿関節症の患者（男性 20 名、女性 28 名）を対象に、伸縮性

テープを用いて膝蓋骨テーピングを行い、膝の等速性筋力発揮における外側広筋の筋活動の増加

を報告している。 

 

Kowall et al. (1996) は、膝蓋大腿関節症の患者 25 名を対象に、非伸縮性のスポーツテープを

用いて膝蓋骨テーピングを行い、疼痛除去効果は基本的な治療と比較しても差がなく、筋トルク

測定時の筋電図にも差がなかったことを報告している。 
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Herrington et al. (1997) は、膝蓋大腿関節症の患者 20 名を対象に、非伸縮性のスポーツテー

プを用いて膝蓋骨テーピングを行い、疼痛が軽減したものの、内側広筋の等尺性筋発揮時の筋電

図に変化が見られなかったことを報告している。 

 

Ng and Cheng (2002) は、膝蓋大腿関節症の患者 15 名を対象に、非伸縮テープにて膝蓋骨テ

ーピングを行った結果、疼痛が軽減し、片足立位時の内側広筋の筋活動が、外側広筋よりも低値

を示したこと報告している。 

  

Christou (2004) は、膝蓋大腿関節症の女性患者 30 名を対象に、非伸縮テープにて膝蓋骨テ

ーピングを行い、疼痛の軽減、筋電図における内側広筋の筋活動の増加と外側広筋の筋活動の低

下を報告している。 

 

浦辺ら (1984) は、疼痛を有する歩行障害者 8 名を対象に、非伸縮性テープにて数種類の足関

節のテーピングを行った結果、疼痛が軽減し、前脛骨筋、腓腹筋、および短腓骨筋の筋活動が増

加したことを報告している。 

 

Cordova et al. (2005) は、健常者と足関節に外傷の既往を持つ者を対象に、各種足関節のテー

ピングが運動パフォーマンスに及ぼす研究について、メタ分析を行った結果、足関節のテーピン

グにより、スプリント速度、敏捷性、および垂直跳び高においてパフォーマンスの低下が起こる

こと報告している。 

 

 以上のように、テーピングに関する研究は下肢に多い。健常者を対象とした研究では、筋活動へ

の影響は、一致した見解が得られていない。同様に外傷の既往を持つ人を対象とした研究でも、多

くの研究が疼痛軽減効果を報告しているが、筋力発揮や筋活動への影響は、一致した見解が得られ

ていない。足関節のテーピングは、等速性筋力発揮の低下や各種パフォーマンスの低下が報告され

ている。 

 

 

第 1 節のまとめ 

 テーピングは、スポーツ現場で幅広く活用されており、外傷・障害の予防、再発の防止、応急処

置として使用される。主な効果として可動域を制限することが挙げられる。スポーツ現場では、部

位や目的に応じて非伸縮テープおよび伸縮テープが使い分けられており、強固な固定が必要となる

場合は非伸縮性テープを用い、ある程度の関節運動を許容する場合には伸縮性テープが用いられて
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いる。 

テーピングの効果に関する報告は下肢に多く、主に可動域や運動能力、関節を支持できる持続時

間、および臨床的効果について行われている。健常者を対象とした筋力発揮や筋活動への影響につ

いては、一致した見解が得られていない。同様に、外傷の既往を持つ人を対象とした研究でも一致

した見解が得られていない。 

特に疼痛を訴える患者がテーピングにより疼痛が軽減できれば、活動の範囲が広まるため、筋力

発揮や筋活動が低下してもテーピングの意義は大きいと考えられる。一方で健常者が外傷予防を目

的に行うテーピングでは、筋力発揮や筋活動の低下はパフォーマンスに影響を及ぼす可能性がある。 
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第 2 節 テーピングの効果検証におけるテープ圧の管理 

 テーピングによる関節可動域（以下、ROM：range of motion とする）の制限は、テープ圧が重

要な要因となる。テーピングだけではなく、貼付物や装着物による効果の検証には、客観的に圧力

を測定し実施している研究が多い。そこで、本節では、圧迫圧を測定する機器、および圧迫圧の測

定および統制について、これまで行われている先行研究をまとめる。 

 

第 1 項 圧測定機器 

  

独立行政法人国民生活センター（2011）は、人体にかかるスパッツなどの衣服圧を連続接触圧測

定器 AMI3037-SB（AMI テクノ社製）にて計測した結果を報告している。 

 

 大泉ら（2007）は、ストッキングの衣服圧の測定に、連続接触圧測定器 AMI3037-SB（AMI テ

クノ社製）を用いている。 

 

 平井（2000）は、2 種類の弾力包帯による下肢の圧迫圧の計測に、連続接触圧測定器 AMI3037-SB

（AMI テクノ社製）を用いている。 

 

 平井（2007）は、弾性包帯を用いて均等な圧を付加する技術の修得に、連続接触圧測定器

AMI3037-SB（AMI テクノ社製）を用いている。 

 

 中橋ら(2006)は、女子大学生 8 名を対象に弾性タイツ着用後に伸縮性テープにて膝関節をまたぐ

ように 2 種類のテーピングを実施し、その際のテープ圧を連続接触圧測定器 AMI3037-SB（AMI

テクノ社製）にて計測した結果を報告している。 

 

 小南（1993）と猪野ら（1998）は、連続接触圧測定器 AMI3037-SB（AMI テクノ社製）のエア

パックセンサーは、生体の熱による空気の膨張による測定誤差が心配されるが、その測定誤差は極

めて少ないことを報告している。 

 

 竹内（2007）は、伸縮性テープおよび非伸縮性テープによるテープ圧を 3 軸力覚センサー

（USL10-H3,Tec Gihan 社製）を用いて測定を行っており、非伸縮性テープよりも伸縮性テープの

方が人体への圧付加が容易になると報告している。 

 

 以上のように、連続接触圧測定器 AMI3037-SB は、衣服圧や包帯圧およびテープ圧の計測に用
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いられている。同様に、3 軸力覚センサー（USL10-H3,Tec Gihan 社製）も、テープ圧の測定に使

用されている。よって、これらの測定機器はテーピング時のテープ圧の測定に有効と考えられる。 

 

第 2 項 テーピングにおけるテープ圧の管理 

  

テーピングに関する論文をレビューした Constantinou and Brown (2010) は、テーピングの影

響を検討する際、テープ圧を管理することの必要性を指摘している。 

 

 McCarthy et al. (2009) は、大腿部前面の表皮が一定の幅に縮むように張力をかけテーピングを

行った研究を報告している。しかし、人体に付加される圧は、ラプラスの法則により張力と周径に

よって決定される（小川, 2008）。よって、張力を統制したとしても、被験者により大腿部の太さが

異なれば、大腿部にかかるテープ圧も異なると考えられる。 

 

 McCarthy et al. (2007) は、力覚センサーを用いてテープ圧に関する実験を行っており、運動

および時間の経過によりテープ圧は低下すると報告している。 

 

竹内（2007）は、圧センサーを用いて非伸縮性テープおよび伸縮性テープの違いによるテープ圧

について検討したところ、伸縮性テープは非伸縮性テープよりも身体への圧付加を得やすいと報告

している。そのため、伸縮性テープを使用する場合は必要以上に付加圧が高くなる可能性があるた

め、注意して使用する必要があることを指摘している。 

 

石山（2011）は、テーピングを施行する際、テーピング時の張力（テープ圧）が適切でなければ、

可動域を制限する効果が得られず、不必要に張力（テープ圧）が強すぎたり、シワが寄ったりする

と皮膚のトラブルや血行障害、および疼痛を起こすことがあると報告している。 

 

以上のように、テーピングの効果を検証する際、テープ圧管理の必要性が指摘されているが、張

力を一定にしても被験者によって生体にかかるテープ圧は異なると考えられる。そのため、テーピ

ングの際、張力を統制するのではなく、直接テープ圧を計測し統制する必要がある。また、生体に

圧迫力を作用させる場合、伸縮性テープを用いた方が非伸縮性テープを用いるよりも容易となる。

テーピングの可動域制限効果を十分に引き出すには適切なテープ圧が必要であり、テープ圧が強す

ぎると疼痛や血行障害などが発生しやすくなる。 
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第 3 項 筋力発揮に及ぼすテーピングと張力の影響 

 

 Morrisey (2000) は、筋活動を抑制するために、非伸縮性テープを用いて筋線維に対して交差す

るように貼付し、張力をかけるテーピング法と、筋活動を亢進させるために筋線維に沿って張力を

かけるテーピング法を提案している。 

 

Alexander et al. (2003; 2008) は、健常者を対象に Morrisey (2000) の報告した非伸縮性テープ

を用いて、筋活動を亢進させるためのテーピング法を実施した結果、筋活性の指標である H 反射

（Hoffman reflex）の振幅がテーピングにより減少し、テーピングに張力を加え生体に圧を付加す

ることでさらに減少したため、筋活動の促進効果は確認されなかったことを報告している。 

 

McCarthy et al. (2009) と Tobin and Robinson (2000) は、健常者の大腿部外側広筋を対象に、

非伸縮性テープにて筋力発揮抑制を目的として張力を加えたテーピングを行い、階段昇降時の外側

広筋の筋電図活動が低下したことを報告している。 

 

Janwantankul and Gaogasigam (2005) は、健常女性 13 名を対象に、伸縮性テープを用いて、

Tobin and Robinson (2000)と同じように大腿部外側広筋のテーピングを行い、外側広筋、内側広

筋斜頭の筋活動に変化がなかったことを報告している。 

 

Morin et al. (1997) は、健常者 10 名を対象に、非伸縮性テープにて僧帽筋の上部線維に筋力発

揮抑制を目的として張力を加えたテーピングを行い、筋力発揮が抑制されたことを報告している。 

 

 Cools et al. (2002) は、健常男性 20 名を対象に、非伸縮テープを用いて能動的な屈曲および外

転に関与する肩甲骨周囲筋に筋力発揮抑制を目的としたテーピングを行い、テープを貼った僧帽筋

上部、下部線維、および前鋸筋の筋活動に変化が見られなかったことを報告している。 

 

MacGregor et al. (2005) は、膝蓋大腿関節症の患者 8 名を対象に非伸縮性テープを用いて、特

定の方向に向かって張力をかけテーピングすることで、筋活動に特定の変化（筋活動の促進および

抑制）が生じることを報告している。 

 

Selkowitz et al. (2007) は、慢性肩痛患者 21 名を対象に、非伸縮性テープにて僧帽筋上部線維

の筋力発揮抑制を目的として張力を加えたテーピングを行い、筋力発揮が抑制されたことを報告し

ている。 



第 2 章 先行研究 

 16 

 川野ら（1985）は、テープの皮膚への圧迫力がテーピングの効果に影響を及ぼす因子の一つとし

て報告している。 

 

 

以上より、張力をかけたテーピングにより、筋力発揮が低下することが示唆される。一方で、筋

発揮の低下が確認されなかった報告もある。これらの筋力発揮に関する先行研究では、テーピング

時の張力について明記されたものが少ない。また、伸縮性テープを使用して行った研究もあるが、

テープの種類の違いによる結果は報告されていない。 

また、川野（1985）は、「テープの皮膚への圧迫圧はテーピングの効果に及ぼす因子」として報

告している。研究によって筋発揮への影響が異なったのは、人体に付加されたテープ圧が異なった

ためと推測される。 

 

 

第 2 節のまとめ 

 テーピングの効果に関する研究では、テープ圧の管理が求められているが、テープ圧を測定した

報告は少なく、筋力発揮や関節可動域への影響を検討した報告はない。テープ圧の測定には、圧セ

ンサーを用いて計測することが有効である。テーピングが筋力発揮に及ぼす影響として、筋力発揮

が低下した報告と低下がみられなかった報告があり、一致した見解が得られていない。この原因の

一つに、テーピング時の張力およびテープ圧が各研究によって異なったことが影響していると推測

される。 
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第 3 節 手関節のテーピング 

 本研究では手関節のテーピングを扱うため、本節では先行研究よりテーピングの貼付方法につい

て説明し、関節可動域に及ぼす影響を整理する。 

 

 中嶋（2005）は、スポーツ現場では、転倒や、接触動作、および格闘技の打突動作や関節が捻じ

られる動作で外傷が発生し、外傷の処置および競技復帰に向けて、手関節のテーピングが必要にな

ることを報告している。 

 

 Constantinou and Brown (2010)、Rose (2010)、岩崎(2009)、石山(2007)、吉本(2007)、鹿倉(2007)、

三宅（2004）により、手関節に関係するテーピング法が数種類紹介されている。その中でも、代表

的な方法を図 2-4 に示す。手関節部を周回させる方法（以下、手関節テーピング法とする【図 2-5、

2-6、2-7】）と制限する動作の反対側に手関節をまたいで X 状に巻く方法（以下、X テーピング法

とする【図 2-8】）が代表的な方法となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下の項に、それぞれのテーピング法について示す。 

 

第 1 項 手関節テーピング法の貼付方法 

 Constantinou and Brown(2010)、Rose,(2010)、岩崎(2009)、石山(2007)、吉本(2007)、鹿倉(2007)、

および三宅(2004)は、怪我の予防を目的として手関節テーピング法を使用すると報告している。貼

付方法は、図 2-5、2-6、2-7 に示す通りである。 

 

鹿倉（2007）は、一人でも簡単に巻ける方法として、伸縮性テープ（ハードタイプ）のみを使用

した方法について報告している。貼付方法は、図 2-6 に示す通りである。 

 

 

 

図 2-4：手関節のテーピングにおける代表的なテーピング法 
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  図 2-5a     図 2-5b    図 2-5c 

①25mm もしくは 38mm 幅の非伸縮性テープを用いる。ただし、状況によって伸縮性テープ

のみを使用、もしくは併用する場合がある。 

②尺骨および橈骨茎状突起近位約 5cm を始点として、図 2-5a のように貼付する。 

③②のテープに約 2/3 重ねて、遠位方向に向かって貼付する。（図 2-5b）  

④③と同様に、約 2/3 重ねて貼付する。（図 2-5c） 

図 2-5: 手関節テーピング法 1 

1 枚目 
2 枚目 

3 枚目 

1.手首を反らせて、手首の周りの腱を緊張させた状態で手の甲側からテープを巻き始める。 

2.手首の周りにテープを 3～5 周巻く。巻く回数は手首の状態や好みに応じて決める。 

3.前後左右の様々な手首の動きを固定したい場合に有効。非伸縮テープで行うと固定力はさらに強

くなる。 

図 2-6: 伸縮性テープのみを使用した手関節テーピング法（鹿倉,2007 より引用） 
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Constantinou and Brown (2010) は、手根骨の不安定性に対して行う手関節テーピング法とし

て、以下のような巻き方を報告している（図 2-7）。また、三宅（2004）は、Constantinou and Brown 

(2010)と同様な方法で一枚のテープを 2～3 周させる方法を紹介している。施行方法は、図 2-7 に

示す通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のように手関節テーピングの巻き方は数種類あり、使用テープが異なる場合もある。手関節

テーピング法 1 では、遠位方向に 1 枚ずつテープを重ねて貼付する方法となる。手関節テーピング

法 2 では、手関節の決まった部分にテーピングを 2～3 周させる方法となる。鹿倉（2007）の紹介

した伸縮性テープを用いた手関節テーピング法は、テープを 3～5 周巻く方法であり、橈側と尺側

ではテープの重なりが異なっている。手関節部にかかる圧は、手関節の同じ部分に重ねて巻く手関

節テーピング 2 では、ある程度一定であるのに対して、他の二つのテーピング法では貼付部によっ

て異なると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

①38mm の非伸縮性テープを用いる。（50mm を用い

ることもある） 

②1 枚のテープを手関節の背側もしくは掌側より巻き

始め、テープの先端が斜めに重なるように巻く。 

2～3 周 

図 2-7: 手関節テーピング法 2 
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第 2 項 手関節テーピング法が手関節可動域に及ぼす影響 

 

 吉本（2007）は、現場経験から、「手関節テーピング法では、主に非伸縮性テープを使用するが、

状況に応じて伸縮性テープを選択する」と報告している。また、手関節テーピング法の効果として、

「手関節のあらゆる方向の動きを軽度制限する」と報告している。 

 

 Rose (2010) は、非伸縮性テープを使用した手関節テーピング法は「体操、筋力トレーニングな

どのスポーツで手首を伸展することによる怪我の予防に適応する」と報告している。 

 

 岩崎（2009）は、非伸縮性テープを使用した手関節テーピング法は「手関節の痛みが軽いケース

に対して、手関節の背屈および掌屈の両方を制限する場合に効果的である」と報告している。 

 

石山（2007）は、非伸縮性テープを使用した手関節テーピング法を「手首のあらゆる動きに安定

感が出るテーピング」として報告している。 

 

鹿倉（2007）は、「伸縮テープを用いた手関節テーピングは、背屈、掌屈、橈屈、および尺屈の

動きを固定したい場合に有効であり、非伸縮テープで行うことにより固定力はさらに強くなる」と

報告している。 

 

 Constantinou and Brown (2010) は、手関節テーピング法は外傷予防を目的として使用される

と報告している。 

 

 以上のように、手関節テーピング法は、手関節のあらゆる可動域を制限する。また、手首の背屈

が強制されて起こる怪我を防止する目的と手関節の痛みが軽度の場合に使用される。しかしながら、

上記の報告では手関節の可動域がどの程度制限されるかは明らかにされていない。吉本（2007）と

鹿倉（2007）は、非伸縮テープ、伸縮性テープを使用した方法についても紹介しているが、使用テ

ープの違いによる影響についても、客観的な指標を用いて詳細に検討されていない。 

上記の先行研究では、テーピング貼付時のテープ圧について、いずれの研究においても言及され

ておらず、テーピング時のテープ圧の違いによる影響について検討されていない。 
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第 3 項 X テーピング法の貼付方法 

 Constantinou and Brown (2010), Rose (2010)は、X テーピング法は、手関節の外傷後に用いら

れ、固定装具の代わりに用いられると報告されている。背屈動作を制限する場合は掌側に、掌屈動

作を制限する場合は背側に X 字型にテープを貼付し、単一の関節動作を制限することができる。施

行方法は、図 2-8 に示す通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2-8a       2-8b    2-8c        2-8d 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のように、X テーピング法は、非伸縮性テープや伸縮性テープを用いて貼付され、必要に応

じて X サポートを繰り返すことで固定力を高めることができる。手関節テーピング法と異なり単一

の関節動作を制限することができ、外傷後に装具の代用として使用される。 

①25mm もしくは 38mm 幅の非伸縮性テープを用い、伸縮性テーピングを併用することもある。（図

は、伸縮性テープを併用した方法を紹介している。） 

②対象者に手部を広げさせ、手部に 1～2 本と前腕部に 2 本のテープを貼付する。この際、手部は

中手指節関節にかからないようにする。（図 2-8a） 

③手部のテープから前腕部のテープにかけて手関節上で 2 枚のテープが交差するように貼付（X サ

ポート）する。（図 2-8b） 

④X サポートの交点を通るように手部から前腕部にかけ縦方向にテープを貼付する。（図 2-5c） 

⑤必要に応じて③、④を 1～3 セット行う（テープを重ねることで固定力が強まる）。 

⑥②と同様にテープを貼付する。（図 2-8d） 

図 2-8: X テーピング法 
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第 4 項 X テーピング法が関節可動域に及ぼす影響 

  

山本ら（1986）は、「X テーピング法によりアメリカンフットボール選手の背屈可動域を平均 25°

制限した」と報告している。 

  

 Constantinou and Brown (2010)は、「X テーピング法は怪我の後に、固定装具の替りに用いられ

ると」報告している。 

 

 吉本（2007）は、現場経験から手関節捻挫に対するテーピングとして、X テーピング法を紹介し

ている。 

 

 Rose (2010) は、「X テーピング法は手首の過伸展損傷に適応する」と報告している。 

 

岩崎（2009）は、「X テーピング法は手首の靱帯損傷時等に用いられ、手首を軽度背屈させた時

や安静状態でも痛みがある時などに適応する」と報告している。 

 

石山（2007） は、「X テーピング法は、背屈時に痛みや不安感がある場合に適用する」と報告し

ている。 

 

鹿倉（2007）は、「X テーピング法は、手関節部を強固に固定する場合に使用する」と報告して

いる。 

 

 

 以上のように、X テーピング法は外傷後に使用されることが多く、手関節に痛みがある場合や強

固な固定を必要とされる場合に用いられており、背屈可動域を平均 25°制限できる。 

 

第 3 節のまとめ 

 手関節のテーピングは、手関節のあらゆる動きを軽度に制限する「手関節テーピング法」と単一

の関節を制限する「X テーピング法」の 2 種類の方法が現場で多く用いられている。「手関節テー

ピング法」は健康な選手や外傷後怪我から復帰した選手を対象に外傷・再発予防を目的に、「X テ

ーピング法」は外傷後に強固な固定を必要とする場合に用いられる。よって、テーピング法の違い

を検討する際は、テーピングの目的が異なるため、対象となる被験者も異なる。また、各々のテー

ピング法は状況により非伸縮性、および伸縮性テープが使い分けられている。 
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テーピングによる手関節可動域への影響は、X テーピングに関する山本ら（1986）の報告を除い

ては明らかとなっていない。また、文献によってテーピング法、巻き方およびテープの種類が異な

るが、それらの違いが手関節の可動域に、いかなる影響を及ぼすか検討されていない。 
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第 4 節 関節可動域の測定法 

 本研究では、手関節のテーピングにおけるテープ圧の違いが関節可動域(以下、ROM: range of 

motion) に及ぼす影響について検討する。そこで本節では、ROM の測定法について先行研究を整

理する。 

 

 Norkin and White(2009) は、「外傷後や手術後に患者の ROM を評価する場合、一般に他動 ROM

測定法による値を採用し、自動 ROM 測定法は、筋麻痺の患者等を評価する際に他動 ROM 測定法

とともに測定される」と報告している。 

 また、「関節は一般に、自力より外力を加えることで大きく屈曲及び伸展が可能であり、この ROM

の予備力（あそび）が、外力を和らげ関節構造を守る」と報告しており、通常、自動 ROM よりも

他動 ROM が大きい。 

  

 米本(1995) は、日本リハビリテーション医学会の会告に「ROM は、他動運動でも自動運動でも

測定できるが、原則として他動運動による測定値を表記する。自動運動による測定値を用いる場合

は、その旨明記する。」と記載し、日本国内の医療現場において ROM 測定の基準を示した。 

 

 Jennifer and Karen (1999) は、下肢のストレッチが他動 ROM 測定法と自動 ROM 測定法によ

る股関節屈曲と膝関節屈曲および伸展に及ぼす影響について報告している。 

 

 田中ら(2005) は、肩関節部の固有受容性神経筋促通法について、他動 ROM 測定法と自動 ROM

測定法による肩関節屈曲角度への即時効果を報告している。 

 

小野ら（2000）は、hand held dynamometer (Hoggan Health 社製 Micro FET, USA)を用いて

100N の力を加えて足関節背屈の他動関節可動域を計測し、その結果を報告している。 

 

第 4 節のまとめ 

関節可動域の測定方法は、他動 ROM 測定法と自動 ROM 測定法があり、臨床現場では一般的に

他動 ROM 測定法が用いられる。また、ストレッチや手技療法の影響を検証する場合は、両測定法

が使用される。足関節背屈の他動 ROM 測定法時に、100N の負荷が加えられている。一般的に自

動 ROM 測定法よりも他動 ROM 測定法による可動域が大きい。よって、テーピングの効果を検討

する際も、自動および他動 ROM 測定法の両方を採用し、他動 ROM 測定法においては一定の負荷

を加えて行う必要があると考えられる。 
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第 5 節 手関節テーピング法が筋力発揮および運動パフォーマンスに及ぼす影響 

 本研究では、手関節テーピング法が最大握力発揮に及ぼす影響について検討を行う。そこで本節

では、手関節テーピング法が握力発揮、各種運動能力に及ぼす影響について整理し、また、比較検

討するために足関節のテーピングが筋力発揮に及ぼす影響についても参考のため整理する。 

  

Rettig et al.（1997）は、アメリカンフットボール選手を対象に、手関節と手指の各々をテーピ

ング固定した場合、握力値が低下したが、手関節および手指単独のテーピング固定では握力発揮へ

の影響は確認されなかったと報告している。 

 

 Kauranen et al.（1997）は、等速性筋力発揮への影響として、手関節テーピング法により中程

度の角速度（180°/sec）で掌屈の筋力発揮が低下したが、低速（60°/sec）では、背屈、掌屈、橈屈、

および尺屈のどの動作においても筋力発揮の低下は認められなかったと報告している。また、手関

節のテーピングにより単純反応時間や選択的反応時間の遅延、およびタッピング回数が低下したこ

とを報告している。 

 

 Rettig et al.（1997）、および Kauranen et al.（1997）の報告では、手関節テーピング法が運動

パフォーマンスに及ぼす影響について検討した際のテープ圧が明らかとなっていない。 

 

Cordova et al. (2005) は、足関節のテーピングにおけるメタ分析の結果、スプリント速度、敏捷

性、および垂直跳び高においてパフォーマンスの低下が起こると報告している。 

 

 Kauranen et al.（1997）は、手関節と併せて足関節のテーピングが運動パフォーマンスに及ぼ

す検討を行っており、膝関節の等速性筋力発揮の低下や、足タッピングの回数低下、反応時間の遅

れを報告している。 

 

第 5 節のまとめ 

足関節のテーピングでは、メタ分析の結果、パフォーマンスの低下が報告されている。同様に手

関節テーピングにより、運動パフォーマンスの低下、および筋力発揮が抑制される可能性が示唆さ

れる。しかしながら、手関節のテーピングが運動パフォーマンスや筋力発揮に及ぼす影響に関する

先行研究は少なく、また、いずれの場合もテープ圧の影響は検討されていない。 
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第 6 節 先行研究のまとめ 

本節では、先行研究のまとめを以下に示す。 

 

1. 手関節のテーピングは、主にスポーツ現場で活用されており、一般的に手関節テーピング法と

X テーピング法の 2 種類に分類される。これらのテーピングは、怪我の応急処置、怪我の予防お

よび再発防止、外傷後の固定装具として用いられている。この内、手関節テーピング法は、主に

怪我の予防目的に使用され、X テーピング法は、外傷後に用いられることが多い。よって、選手

の状態によって選択されるテーピング法が異なり、健常および外傷完治後の選手には手関節テー

ピング法が、外傷後および外傷治療中の選手には X テーピング法が選択される。また、それぞれ

のテーピング法が ROM に及ぼす影響は、X テーピング法が背屈可動域を平均 25 度制限するの

に対して、手関節テーピング法は、テーピング施行者の経験から、手関節のあらゆる可動域を軽

度に制限すると報告されているが、客観的に制限効果は示されていない。 

 

2. 手関節テーピング法の施行には、非伸縮性テープと伸縮性テープが用いられ、固定をより強固

にする場合は非伸縮性テープを使用し、対象部位に圧迫を加えたり、ある程度の可動域を許容し

て固定したりする場合に伸縮性テープを使用する。足関節のテーピングについては、非伸縮性テ

ープを使用したほうが、伸縮性テープを使用するよりも足関節の ROM を制限する効果が強い。

しかしながら、手関節テーピング法についてはテープの違いによる影響は検討されていない。 

 

3.  ROM の測定方法は、他動 ROM 測定法と自動 ROM 測定法があり、一般的に他動 ROM 測定

法が用いられる。ストレッチや手技療法が ROM に及ぼす影響を検証する場合は、両測定法が使

用されている。他動 ROM 測定の際は、筋力測定機器を用いて一定の負荷がかかるように統制が

行われている。 

 

4.  テーピングの効果に関する研究として、①ROM や運動能力に及ぼす影響、②支持性の持続時

間（ROM 制限効果の持続時間など）、③臨床的効果（痛みに対する効果など）が報告されている。

これらは下肢に関する研究が多く、上肢について詳細に検討した研究は少ない。また、テーピン

グによる運動能力への影響は、一致した見解が得られていない。 

 

5. 手関節部へのテーピングだけでは握力発揮へ及ぼす影響は確認されなかったが、手関節および

手指の両方にテーピングすることで握力発揮が低下する。また、手関節テーピング法により等速

性筋力発揮の低下や単純反応時間の遅延、およびタッピング回数の減少等の運動パフォーマンス

が低下する。しかしながら、これらのテーピング施行は、施術者の経験に委ねられており、テー
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プ圧は明らかとなっていない。そのため、手関節テーピング法のテープ圧が運動パフォーマンス

に及ぼす影響は検討されていない。 
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第１節 問題の所在 

  

第 2章先行研究により、抽出された問題を以下に示す。 

  

1. 手関節テーピング法におけるテープ圧の違いが、関節可動域および筋力発揮に及ぼす影響 

Constantinou and Brown (2010）は、テーピングの効果を検証する際、テープ圧統制の必

要性を指摘している。しかしながら、先行研究ではテーピング時に付加したテープ圧を記載し

ている研究は少ない。同じテーピング法を用いた場合、テープ圧の付加により筋出力が変化し

たように (MacGregor et al. 2005) 、付加圧の違いにより生体への影響も異なると推測される。

よって、手関節テーピング法においても、異なるテープ圧を付加し関節可動域（以下、ROM：

range of motion）や筋力発揮への影響を検討する必要がある。 

 

2. 手関節テーピング法におけるテープの種類の違いが、関節可動域および筋力発揮に及ぼす影

響 

手関節テーピング法は対象者の状態によって、伸縮性テープもしくは非伸縮性テープが使わ

れ、両者を併用することもある。テープの種類の違いにより足関節においては ROM制限効果

の違いが報告されており、目的に応じてテープを使い分けることが重要と指摘されている。よ

って、手関節テーピング法においても、非伸縮性テープと伸縮性テープの違いによる手関節可

動域や筋力発揮への影響を検討する必要がある。 

 

3. 手関節テーピング法における関節可動域測定法の違いが、手関節の可動域に及ぼす影響 

  ROM の測定法は、他動 ROM 測定法と自動 ROM 測定法があり、ストレッチや手技療法が

ROMに及ぼす影響を検証する際、両測定法を用いている。よって、手関節テーピング法がROM

に及ぼす影響について検討する際、両測定法を用いる必要がある。 

 

 

 以上のことから、健康な競技スポーツ選手を対象に、外傷予防を目的とした手関節テーピング法

において、テープ圧、およびテープの種類の違い（非伸縮性テープと伸縮性テープの違い）による

手関節の ROM、および筋力発揮に及ぼす影響は確認されていない。 
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第２節 検討課題の設定 

  

前節の問題を解決するため、手関節テーピングのテープ圧と使用するテープの違いに着目し、関

節可動域（以下、ROM：range of motion）と筋力発揮に及ぼす影響について検討する。筋力の中

でも、握力は柔道やレスリングなどの格闘技や、器械体操等の競技において必要とされる。その一

方で、これらの競技は手関節部への負担が大きく怪我のリスクも高い（林と岩崎, 2014）ことから

重要である。よって ROM に関する検討課題Ⅰ、および握力発揮に関する検討課題Ⅱを設定した。

それぞれの検討課題の詳細は以下に示すとおりである。 

 

検討課題Ⅰ 

手関節テーピング法によるテープの種類およびテープ圧の違いが手関節の可動域に及ぼす影響 

 （第 5章） 

 

上記の検討課題を解決するため，以下の 3つの検討項目を設定した。 

手関節テーピング法は、非伸縮性テープと伸縮性テープが利用され、両者の効果は異なると考え

られる。非伸縮性テープを用いた手関節テーピング法が関節可動域に及ぼす影響について、背屈可

動域（検討項目 1-1）と掌屈可動域（検討項目 1-2）に分けて検討し、伸縮性テープを用いた影響

について、前述の結果を踏まえ、背屈と掌屈の違いによる可動域への影響を検討した（検討項目

1-3）。また、ROMの測定には、他動 ROM測定法と自動 ROM測定法がある。テープ圧の影響は、

測定法の違いにより異なると考えられるため、測定法の違いによる影響も検討する。 

 

・検討項目 1-1：非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

手関節の背屈可動域に及ぼす影響    

    

・検討項目 1-2：非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

手関節の掌屈可動域に及ぼす影響   

    

・検討項目 1-3：伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

手関節の背屈および掌屈可動域に及ぼす影響 
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検討課題Ⅱ  

手関節テーピング法によるテープの種類およびテープ圧の違いが最大握力発揮に及ぼす影響 

（第 6章） 

 

上記の検討課題を解決するため，以下の 2つの検討項目を設定した。 

手関節テーピングは、非伸縮性テープと伸縮性テープが利用されているが、使用テープによって

握力発揮への影響は異なるかもしれない。非伸縮性テープを用いた手関節テーピング法が握力発揮

に及ぼす影響を検討項目 2-1で検討し、伸縮性テープを用いた影響について検討項目 2-2で検討す

る。 

 

・検討項目 2-1：非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

最大握力発揮に及ぼす影響 

 

・検討項目 2-2：伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

最大握力発揮に及ぼす影響 
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第 3 節 仮説の設定  

 本節では，第１節で設定した問題に対し本研究において検証すべき仮説を以下のように設定した。 

 

検討課題Ⅰ  

手関節テーピング法によるテープの種類およびテープ圧の違いが手関節の可動域に及ぼす影響 

        （第 5章） 

検討課題Ⅰは、3つの下位検討項目に分け、検討項目毎に仮説を設定した。 

 

検討項目 1-1 非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

     手関節の背屈可動域に及ぼす影響 

仮説 1-1-1 

非伸縮性テープによる手関節テーピング法において、テープ圧の増加に伴い背屈可動域は

制限される。 

 

仮説 1-1-2  

手関節の背屈可動域は、非伸縮性テープにて手関節テーピング法を実施し、テープ圧（5, 30, 

60, および 90 hPa）を付加しても、他動 ROMは自動 ROMより大きい。 

 

検討項目 1-2  非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

      手関節の掌屈可動域に及ぼす影響 

仮説 1-2-1 

非伸縮性テープによる手関節テーピング法において、テープ圧の増加に伴い掌屈可動域は制

限される。 

 

仮説 1-2-2 

手関節の掌屈可動域は、非伸縮性テープにて手関節テーピング法を実施し、のテープ圧（5, 

30, 60, および 90 hPa）を付加しても、他動 ROMは自動 ROMより大きい。 
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検討項目 1-3 伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

     手関節の背屈および掌屈可動域に及ぼす影響 

仮説 1-3-1 

伸縮性テープによる手関節テーピング法において、テープ圧の増加に伴い背屈および掌屈

可動域は制限される。 

 

仮説 1-3-2 

手関節の背屈および掌屈可動域は、伸縮性テープにて手関節テーピング法を実施し、テー

プ圧（5, 30, 60, および 90 hPa）を付加しても、他動 ROMは自動 ROMより大きい。 

 

仮説 1-3-3  

自動および他動 ROMは、伸縮性テープにて手関節テーピング法を実施し、テープ圧（5, 

30, 60, および 90 hPa）を付加しても、掌屈は背屈より大きい。 
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検討課題Ⅱ  

手関節テーピング法によるテープの種類およびテープ圧の違いが最大握力発揮に及ぼす影響 

 

検討課題Ⅱは、2つの下位検定項目に分け、検討項目毎に仮説を設定した。 

 

検討項目 2-1 非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

        最大握力発揮に及ぼす影響 

仮説 2-1-1 

非伸縮性テープによる手関節テーピング法において、テープ圧の増加に伴い最大握力発揮値

は低下する。 

          

検討項目 2-2 伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

        最大握力発揮に及ぼす影響 

仮説 2-2-1 

伸縮性テープによる手関節テーピング法において、テープ圧の増加に伴い最大握力発揮値は

低下する。 
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第４節 用語の定義 

 本節では，本研究に用いられている主な用語および概念について定義する． 

 

伸縮性テープ (elastic tape) 

 伸縮性テープの種類は数多く存在する。その中でもスポーツ現場では、Johnson & Johnson社

製テープの使用頻度が高い。テープには 18、25、38、50、および 75mmのテープ幅があり、目的

に応じて適切なテープ幅のテープを使用する。通常、手関節は 25mm や 38mmを使用し、テープ

を重ねながら 50mm以上の範囲を巻くことが多い（図 2-5、2-6参照）。しかし、本研究ではテープ

圧を計測し統制する関係上、50mm のテープ幅が適切であると判断した。よって、本研究では、

Johnson & Johnson社製の 50mmの伸縮性テープ（ハードタイプ）を伸縮性テープと定義した。

このテープは厚手の素材で作られており、高い固定力と粘着性を持ち、テープの伸縮性が高いのが

特徴とされている（Rose, 2010）。 

 

非伸縮性テープ (non-elastic tape : rigid tape) 

 伸縮性テープと同様の理由から、本研究では Johnson & Johnson社製の 50mmの非伸縮性テー

プを非伸縮性テープと定義した。このテープは、あらゆる部位を対象に使用される基本的なテープ

であり、靱帯をサポートしたり、筋肉を部分的に圧迫したりするのに用いられている（Rose, 2010）。  

 

手関節テーピング法（wrist taping） 

 手関節テーピング法の貼付方法は数種類ある。本研究では、実験条件の統制のため、三宅（2004）

の方法が適切と判断した。よって、本研究では手関節テーピング法を「橈骨および尺骨茎状突起を

含む手関節部を一枚のテープで 3周する方法」と定義した。この方法は、選手個人でも容易に巻く

ことができ、汎用性が高い方法である（鹿倉, 2007）。 

 

テープ圧（taping pressure） 

 身体にテーピングする場合、必ずテープによる圧が付加される。本研究では、被験者の安静時に

手関節テーピング法によって手関節部に付加されるテープ圧（5, 30, 60, および 90 hPa）と定義す

る。尚、テープ圧は、連続接触圧測定器（AMIテクノ社製）により測定された。 

 

検査者（tester） 

 テーピングや包帯法の効果を検証する際、検査者をトレーナーや医療資格を持つ熟練者とするこ

とで、施行者による影響の統制を行っている（Wilson et al. 2003; Pfeiffer et al. 2004; 小林ら 2007 

）。本研究では日本体育協会公認のアスレティックトレーナーの資格を有し、臨床経験 10年以上を
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持つ柔道整復師 1名を検査者と定義した。また、テーピングの施行経験は、10年以上であった。 

 

スポーツ選手（athlete） 

 本研究では、スポーツ選手を「5年以上の競技スポーツにおける専門的な活動経験を有し、手関

節に大きな外傷の既往のない健康な男子学生」と定義した。対象となった男子学生は、1日 2時間

以上の競技活動を週 4日以上、5年以上継続した者であった。また、競技種目および競技レベルは

様々であった。よって、特定の競技に特化することなく、スポーツ選手全般を対象とみなした被験

者と考えられる。更にパフォーマンスレベルが高く、国際大会に出場する選手をトップスポーツ選

手と定義した。尚、本研究の対象者の中には、このレベルに該当する選手は存在しなかった。 

 

手関節背屈（dorsal flexion） 

米本（1985）によると、手関節の手背側への動きを手関節伸展とし、背屈と表現されていること

から、本研究では、手関節が手背方向に動く動作を手関節背屈と定義した。また、単に背屈と表現

した際も手関節背屈を意味することとした。 

 

手関節掌屈（palmar flexion） 

米本（1985）によると、手関節の手掌側への動きを手関節屈曲とし、掌屈と表現されていること

から、本研究では、手関節が手掌方向に動く動作を手関節掌屈と定義した。また、単に掌屈と表現

した際も手関節掌屈を意味することとした。 

 

関節可動域（ROM：range of motion） 

 関節可動域（以下、ROM）は各関節の動作範囲を示すものであり、自動 ROM 測定法および他

動 ROM 測定法によって測定される。よって、本研究では、ROM を自動および他動 ROM 測定法

によって測定された角度と定義する。 

 

自動 ROM測定法（active ROM measurement） 

本研究では自動 ROM測定法を、被験者が自分の力で対象の関節動作を行うことのできる最大の

角度を測定する方法と定義した。 

 

自動 ROM（active ROM） 

 本研究では自動 ROMを、自動 ROM測定法にて測定された角度と定義した。 

 

 



第 3章 問題の所在および検討課題 

 41 

他動 ROM測定法（passive ROM measurement） 

 本研究では他動 ROM 測定法を、熟練した検査者が一定の負荷を被験者の関節部に加えた際の角

度を測定する方法と定義した。この際、検査者はミュータス F100(アニマ社製)を補助的に使用し、

外力付加が一定となるようにした。この測定法は、スポーツ場面で手関節に何らかの外力を受けた

と仮定して測定された。 

 

他動 ROM（passive ROM） 

 本研究では他動 ROMを、他動 ROM測定法にて測定された角度と定義した。 

 

筋力 (muscular strength) 

斉藤（2012）は、筋力を静的筋力と動的筋力に大別している。前者は筋力発揮中に筋の長さの変

わらない等尺性収縮であり、関節角度を一定にし、動きを伴わない状態で発揮される筋力である。

一般に、最大筋力として測定される握力や背筋力は、このような筋力に属する。後者は関節角度を

変え、外形的な動きを伴いながら発揮される筋力であり、等張性筋収縮、等速性筋収縮に分類され

る。本研究では筋力を、等尺性筋収縮、等張性筋収縮、および等速性筋収縮によって発揮された筋

力と定義する。 

 

最大握力（maximal grip strength） 

 筋力検査マニュアル（Louis R, 高橋（監）1996）に従い、本研究で最大握力を、スメドレー式

デジタル握力計（グリップ D：竹井機器工業社製）を用いて最大努力で 2回測定した際の大きい値

と定義した。具体的な測定方法については第 4章・第 2節・第 7項に示す。 

 

効果量（ES（d）: effect size） 

 本研究では効果量(d)を，両群の平均値の差を両群の標準偏差（結合分散）で標準化した値と定義

した（出村，2011）。これは 2群間の平均値の差の大きさの指標となる。 

 

効果量（η2） 

一般的に分散分析の効果量はη2で示されるため、本研究でも、分散分析の効果量をη2と定義し

た。効果量の解釈については、水本と竹内(2008) の報告を参考に 0.01は小さい、0.06は中程度、0.14

は大きいと判断した。 
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第 5 節 研究の限界  

 各検討課題を解決するため、種々の仮定や作業仮説を必要とする。また、用語の定義、標本の特

性、実験項目および測定、ならびに統計解析法などの諸条件により結果の一般化が制限される。従

って、本節では本研究の結果を制限する研究の限界を述べる。 

 

第 1項 定義による限界  

 本研究では、数種類の手関節テーピング法の中から、三宅（2004）の報告した方法（図 3-1）

を手関節テーピング法と定義し、Johnson & Johnson社製の 50mmの非伸縮性および伸縮性テ

ープ（ハードタイプ）を使用した。テープ圧は、連続接触圧測定器（AMI テクノ社製）によっ

て測定されたが、安静時の圧のみであり、測定時の圧は測定されていない。また、対象は一般の

健康なスポーツ選手であり、トップスポーツ選手や特定の競技に限定して結果を一般化できない。

つまり、第 4章で定めた定義の範囲内で本研究の結果が適用される。 

 

第 2項 被験者による限界 

 被験者は、5年以上の競技スポーツ経験を有する健康な男子大学生スポーツ選手とした。各検

討課題の被験者は、無作為抽出されていないが、これらの被験者で母集団を適切に反映すると仮

定した。すべての被験者は本研究の主旨や目的を十分に理解し、適切な状態で実験に参加し、筋

力発揮課題においては最大努力でテストを実施したと仮定した。 

 

第 3項 検査者による限界 

 本研究では、日本体育協会公認のアスレティックトレーナーの資格を有し、臨床経験 10 年以

上を持つ熟練した柔道整復師 1名が担当した。よって、実験は一定の手順に基づいて実施される

が、テーピングの施行および関節可動域の測定については一定の誤差が含まれると考えられる。

しかしながら、これらの誤差範囲は、テープ圧は圧計測機器を使用して統制し、関節可動域の測

定は熟練した検査者が十分に測定練習を行った後、計測したため、結果に大きく影響しないもの

と仮定した。 

 

第 4項 テーピング法による限界 

 手関節テーピング法の施行方法は文献により異なるが、実験中のテープ圧を統制するため、三

宅（2004）の「橈骨および尺骨茎状突起を含む手関節部を一枚のテープで 3 周する方法」を手

関節テーピング法と定義した。従って、今回定義した手関節テーピング法にのみ結果が限定され

るものであり、他のテーピング法については、結果の一般化が制限される。 
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第 5項 測定方法および評価変数による限界   

 本研究では、先行研究にもとづき、実用性および合理性を考慮し以下の評価変数を用いた。テ

ープ圧は連続接触圧測定器（AMIテクノ社製）にて測定された値を、ROMは、自動および他動

ROM測定法によって測定された値を、最大握力は、スメドレー式デジタル握力計（グリップ D：

竹井機器工業社製）によって測定された値を採用した。 

これらの方法や評価変数は、圧センサーの設置部位や他動 ROM 測定法の検査者が加える力、

および握力の測定姿勢などが異なると、結果も異なる可能性があるが、本研究では、可能な限り

誤差が入りにくい条件で測定するため、測定時の手順などを取り決め、実行し、選択した評価変

数は妥当と判断した。よって測定された評価変数は適切であると仮定した。また、本研究では、

テーピングによる血流への影響が各評価変数に関係すると考えられるが、客観的な指標を用いて

血流を測定していないため、血流変化の影響を踏まえた結果の考察はできない。従って、本研究

で得られた結果は、これらの測定項目および測定方法による制約を受ける。 

 

第 6項 統計解析による限界  

 本研究では、各研究課題において妥当と考えられる解析方法を選択し採用した。その中でも主

要な統計解析法の限界について以下に述べる（出村,2007; 松浦,1989）。 

 テープ圧の違いによる影響を検証するため、対応のある分散分析により統計的仮説検定を実施

した。分散分析後の多重比較検定はいくつか提案されている。その中でも Tukey の HSD

（Honestly Significant Difference）法は、第１種の過誤を犯す確率が少ないと報告されている

ため、本研究でも採用した。 

 平均値の有意差は、サンプルサイズに大きく左右される。効果量（Effect Size）は、同一現象

に対して独立で行われた複数の実験や調査の結果を総合して、平均値の差の大きさを検討するた

めに用いられる。ESの解釈には明確な基準が無く、相関係数同様、経験的な程度の解釈が利用され

ている。本研究では、水本と竹内(2008) の報告を参考に、分散分析の効果量(eta squared:η2) を、

0.01 は小さい、0.06 は中程度、0.14 は大きいと解釈した。また、多重比較検定における水準間の

比較については ES（d）を使用し、Cohen（1988）の解釈を参考に ES（d）が 0.2 以下は非常

に小さい、0.2 ~ 0.5は小さい、0.5 ~ 0.8は中程度、0.8以上は大きいと解釈した。特に 0.8以上

は、顕著な差がみられたと解釈した。 

 本研究全体を通して、統計的仮説検定の有意水準は 5％に設定した。つまり、仮説検定には 5％

の過ちを伴う。本研究は、以上の解析方法に伴う仮定および採用した判断基準のもとで、仮説の

検証がなされた。 
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第 1 節 仮説検証の手順 

本研究では、第 3 章において解決すべき問題ならびに仮説を設定し、本研究における具体的検討

課題を提示した。本研究における仮説検証手順は以下の手順に基づいて行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4−1 仮説検証の手順 

 

 

先行研究 

問題の抽出、 

検討課題および仮説の設定、予備実験 

検討課題Ⅱ 

・手関節テーピング法によるテープの種

類およびテープ圧の違いが最大握力発揮

に及ぼす影響 

検討項目 2-1：非伸縮性テープによる手関節テーピング法

のテープ圧の違いが、最大握力発揮に及ぼす影響  

検討項目 2-2：伸縮性テープによる手関節テーピング法の

テープ圧の違いが、最大握力発揮に及ぼす影響 

 

 

 

結果の提示 

仮説の検証および結論 

検討課題Ⅰ 

・手関節テーピング法によるテープの種

類およびテープ圧の違いが手関節の可動

域に及ぼす影響 

検討項目 1-1：非伸縮性テープによる手関節テーピング法

のテープ圧の違いが、手関節の背屈可動域に及ぼす影響 

検討項目 1-2：非伸縮性テープによる手関節テーピング法

のテープ圧の違いが、手関節の掌屈可動域に及ぼす影響 

検討項目 1-3：伸縮性テープによる手関節テーピング法の

テープ圧の違いが、手関節の背屈および掌屈可動域に及ぼ

す影響 
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第 2 節 研究方法 

 

第 1 項 被験者 

 被験者は、競技スポーツ経験を 5 年以上有し、手関節の傷害や神経障害のない健康な男子大学生

を対象とした。被験者の詳細（標本の大きさ、形態情報、および競技スポーツ経験年数、等）につ

いては、検討課題によって異なるため、各章の研究方法に示した。 

実験前に、実験の主旨と方法を説明し、すべての被験者から書面による同意を得た．本研究の実

験計画は金沢大学人間科学系ヒトを対象とする研究倫理委員会の承認を得ている（2012-18）。 

 

第 2 項 使用テープ 

 本研究で使用したテープは、50mm 非伸縮性テープと 50mm 伸縮性テープの 2 種類である（図

4-2a,b）。どちらのテープも Johnson & Johnson 社製（New Brunswick, NJ, USA）であった。非

伸縮性テープおよび伸縮性テープの厚さは、それぞれ平均 0.22±0.03mm および平均 0.79±

0.07mm であり（ダイヤルシックネスゲージ 0.01mm タイプ【PK121101PG10：尾崎製作所製】

にて測定）、伸縮性テープの方が厚い素材で作られている。 

使用テープは各検討課題における検討項目によって異なるため、詳細については各章の研究方法

に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 項 手関節テーピング法 

 本研究における手関節テーピング法は、橈骨および尺骨茎状突起を含む手関節部を一枚のテープ

で 3 周する方法（三宅,2004）を採用した。1 周目は圧センサーとカバーテープの位置が変わらな

いように貼付し、2、3 周目にて設定した圧に調整した（図 4-4a～c 参照）。 

 

 a：非伸縮性テープ          b：伸縮性テープ 

図 4-2 使用テープ 
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第 4 項 検査者 

 本研究における検査者は、日本体育協会公認のアスレティックトレーナーの資格を有し、臨床経

験 10 年以上を持つ柔道整復師 1 名が担当した。また、第 5 章（検討課題Ⅰ）において他動関節可

動域測定の際、ミュータス F100（アニマ社製）を用いて被験者の手関節に負荷を加える役割を担

当した。 

 

第 5 項 テープ圧の測定 

テーピングのテープ圧を測定するための装置およびテープ圧の設定について説明する。 

 

5-1．測定機器 

 テープ圧は連続接触圧測定器（AMI3037-SB：AMI テクノ社製, 図 4-3）により測定された。

この機器は、直径 1cm の空気封入式のエアパックを用いたセンサーを使用するものであり、ス

トッキング等、衣類の圧計測（大泉ら,2007）や弾性包帯の技術修得にも用いられている（平

井,2007）。また、McCarthy et al.(2007)の研究では、使用機器は異なるが同様のセンサーを用い

てテープ圧の計測を行っている。このセンサーは、直径 20mm の円形のエアパックであり柔軟

性が高いため、手関節の動きや筋力発揮を妨げることはない。また、センサーは身体各部位に密

着し易く再現性が高い。よって、本研究では、この機器を使用して圧を計測しても、関節可動域

の測定や筋力発揮時に与える影響がほとんどないと考えられる。 

なお、圧の計測単位は hPa（ヘクトパスカル）であり、操作マニュアルによる測定可能範囲は

1～200hPa、測定誤差は±3hPa であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4-3 連続接触圧測定器 AMI3037-SB(AMI テクノ社製) 

圧センサー 
カバーテープ 

プレス試験器 

（ゼロ校正用） 

測定機器本体 
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5-2．テープ圧測定部位 

 テープ圧の測定は、被験者の利き手・手関節部とした。利き手はDemura et al.（2009）の調

査票を用いて判定した。テープ圧は、連続接触圧測定器のセンサーを手関節掌側の皺より1.5cm

近位の長掌筋腱部に設置し（図4-4 a）、専用のカバーテープを用いて固定し（図4-4 b）、その上

にテーピングを施行し調整した（図4-4 c）。 

 圧センサーの設置部位は、手関節の皺に近い箇所に設置すると、手関節のわずかな動作によっ

て圧の変化が生じるが、皺から離して設置することで、ある程度動きがあっても圧変化が少ない

ことを予備実験で確認した。また、手関節部から遠い箇所に設置するとテープ圧を測定できなく

なる。よって、皺から1.5cmの部位に設置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5-3. テープ圧の設定 

 テープ圧の設定は、計測装置の数値をモニターしながらテーピング施行者が調整し（平井,2000）

初期圧を5、30、60、および90hPaの4つ条件とした。各条件の初期圧の設定について、5hPa条

件は±1hPa、30hPa以上の条件については±2hPaを誤差範囲とした。 

 テープ圧の初期圧設定は、予備実験の結果と血流に関する先行研究を参考に決定した。予備

実験 1 では、男子学生スポーツ選手 14 名を対象に、安静状態にて選手自身に手関節テーピング

を任意に巻かせた際のテープ圧を計測した。その結果、手関節テーピングによるテープ圧は平

均 38.1±20.9hPa であり、テープ圧の範囲は、10～71hPa であった。予備実験 2 では、男子学

生スポーツ選手 4 名を対象に、各自で手関節テーピングを施行させ、握力を発揮しない状態で

ベンチプレス、および組手（相手の道衣の襟をつかむ）の姿勢で計測した。その結果、テープ

   a        b        c 

a: 圧センサー 

b: 圧センサー + カバーテープ 

c: 圧センサー + カバーテープ + 手関節テーピング法 

図 4-4 圧センサーの設置 

1.5cm 
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圧は 40～130hPa(ベンチプレス 47～115hPa、組手 84～128hPa)であった。 

血流に関する先行研究より、Fentem et al. (1976) は、包帯にて 40hPa（＝30 mmHg）の圧

を下肢に付加することで、静脈の 96％が閉塞することを報告している。手関節は下肢と異なる

が、下肢よりも脂肪組織が少ないためテープ圧による静脈への負荷は大きくなると考えられる。

よって、下肢同様 40hPa 以上の圧を手関節に加えることで血流変化が起こり、ROM や筋力発

揮に影響を及ぼすと推測される。 

以上、安静時の手関節テーピングのテープ圧の平均が 30～40hPa の範囲にあり、競技姿勢を

とることで 130hPa まで圧の上昇がみられること、40hPa の圧を付加することで血流への影響

が考えられることを踏まえて、40hPa よりも低い 30hPa 条件、40hPa よりも高い 60hPa 条件

および 90hPa を設定し、条件間のテープ圧が等間隔となるようにした。また、圧を付加せずに

テーピングだけを行う条件として、最小のテープ圧付加となる 5hPa 条件を設定した。以上よ

り、本研究では 5、30、60、および 90hPa の 4 条件のテープ圧と、テープなし条件を含めた計

5 条件を設定した。 

 

第6項 手関節の関節可動域測定 

 手関節の ROM 測定法について説明する。 

 

6-1. 測定機器および姿勢評価プログラム 

手関節の関節可動域を測定し、角度を算出するために以下の測定機器と評価ソフトを用いた。 

・デジタルカメラ DSC-WX300（SONY 製） 

・水準器（Seller Japan 製） 

・ミュータス F100（アニマ社製） 

・姿勢評価プログラム Ver. 1.0.1.（竹井機器製） 

 

6-2. 背屈および掌屈の関節可動域と関節可動域測定法（自動 ROM and 他動 ROM) 

本研究で測定した ROM は、手関節の背屈および掌屈である。背屈および掌屈の ROM は

「Measurement of Joint Motion: Guide to Goniometry 4 ed.（Norkin and White, 2009）」を参

考に、基本軸は橈骨、移動軸は第 2 中手骨の 2 軸からなる角度とした。 

ROM の測定は、自動および他動 ROM 測定法の 2 種類を採用した。前者は、被験者自身に対

象動作を限界と感じるところまで行わせた角度を測定するものである。後者は、テーピング検査

者が負荷を加え他動的に関節を動かした時の角度を測定するものである（Norkin and White, 

2009）。 

本研究では、他動 ROM 測定の際、熟練した検査者が一定の外力を付加するようにし、補助的

にミュータス F100 を用いて調整した。外力の設定は、検討項目 1-1 では、中手骨遠位部に 100N

の負荷を、検討項目 1-2 では 70N の負荷を、検討項目 1-3 では 40N の負荷を加えた。負荷圧が
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検討項目によって異なるのは、小野ら（2000）の足関節背屈測定の際に 100N の負荷を加えた

研究を参考に、検討項目 1-1 の背屈では 100N を加えたが、検討項目 1-2 の掌屈では 70N の圧

で最終可動域感が得られたため 70N とした。しかし、検討項目 1-2 の実験中に 50N 付近の外力

を負荷することで痛みを感じる者が若干名いたため、検討項目 1-3 では、被験者の安全面を考慮

し 40N に統一して背屈および掌屈角度を測定した。 

測定に要した時間は、各検討課題、各条件ともテーピング後、圧の調整から測定完了まで 4 分

以内であり、条件間の休息時間は 3 分以上とした。 

 

6-3. 測定方法 

 実験前に被験者は、手関節のストレッチを入念に行った後、肩関節屈曲 70～90°、肘関節 15

～30°、前腕を回内・回外中間位とした座位姿勢とした。中手指節関節（MP 関節：

metacarpophalangeal joint）、近位指節間関節（PIP 関節:proximal interpharangeal joint）、お

よび遠位指節間関節（DIP 関節:distal interpharangeal joint）はすべて伸展位の状態で測定を行

った（図 4-5）。デジタルカメラ（SONY 製）を用いて、水準器にて水平位置を確認し、直上よ

り測定画像を撮影した。基本軸を橈骨、移動軸を第 2 中手骨として、撮影した画像から姿勢評価

プログラム Ver. 1.0.1.（竹井機器製）にて角度を求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5 関節可動域測定風景 

撮 

影 
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第 7 項 最大握力の測定 

 最大握力の測定方法について説明する。 

 

7-1. 測定機器 

最大握力の測定には、スメドレー式デジタル握力計（グリップ D：竹井機器工業社製）を使用

した。 

 

7-2. 測定方法 

 実験の前に、怪我予防の目的で被験者に手首の準備運動を行わせた。測定手は利き手とし、利

き手の判定は Demura et al.（2009）の調査票を用いて判定した。筋力検査マニュアル（Louis R, 

高橋（監）1996）を参考に被験者は座位、肩関節屈曲 70～90 度、肘関節軽度屈曲、前腕中間位

の測定姿勢とした（図 4-6）。握力の測定は、テープ圧の調整後 1 分以内に実施し、各条件 2 回

測定した。1 回目と 2 回目との休憩時間はテーピングを外した状態で 2 分以上とした。各条件を

ランダムに割り付け 1 日 1 条件を原則として実施した。 

 測定単位は kg であり、2 試行のうちの最大値を評価変数として採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8 項 統計解析 

 本研究における解析方法は各検討課題によって異なるため、各章の研究方法に示した。 

 

 

 

 

図 4-6 最大握力の測定風景 
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第 1 節 諸言 

 

手関節テーピング法は、非伸縮性テープや伸縮性テープを用いて貼付される（鹿倉,2007; 吉

本,2007）。手関節テーピング法の効果として、現場経験から、手関節のあらゆる可動域を軽度制限

すると報告されている（吉本,2007）。手関節テーピングの関節可動域（以下、ROM：range of motion）

への影響は、テープ圧を強めることで、関節への物理的負荷が強まり、制限効果が大きくなると仮

定される。一方で、テープ圧の増大により血流阻害、神経の圧迫、過度の可動域制限等が生じると

考えられる（平田,1995; 嶋脇ら,2009; 石山,2011）。しかしながら、手関節テーピング法により ROM

をどの程度制限するかは明らかにされておらず、テープの違い（非伸縮性テープ・伸縮性テープ）

による影響も検討されていない。 

 本検討課題では、手関節に外傷歴のないスポーツ選手を対象に、外傷予防を目的とした手関節テ

ーピング法において、テープの違い、およびテープ圧の違いによる手関節可動域への影響を詳細に

検討することで、可動域制限の程度を正確に把握することが可能となる。本検討課題より、異なる

テープを使用する際の適切なテープ圧を知るとともに、可動域制限効果が得られないテープ圧や血

流障害や神経の圧迫などを引き起こす可能性のあるテープ圧を知ることができ、現場で競技選手を

対象に手関節テーピング法を用いる際の重要な資料となる。 

本章では、競技スポーツ経験のある健康な男子大学生を対象に、手関節テーピング法によるテー

プの種類（非伸縮性・伸縮性）およびテープ圧の違いが自動および他動 ROM 測定法による背屈お

よび掌屈可動域に及ぼす影響を検討することを目的とした。 

本章では、上記の目的を達成するために、以下の 3 つの検討項目を設定し、検討する。各検討項

目は、それぞれ第 3 節、第 4 節、および第 5 節において説明する。 

 

・検討項目 1-1（本章第 3 節）： 

 非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

手関節の背屈可動域に及ぼす影響 

 

・検討項目 1-2（本章第 4 節）： 

 非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

手関節の掌屈可動域に及ぼす影響 

 

・検討項目 1-3（本章第 5 節）： 

 伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

手関節の背屈および掌屈可動域に及ぼす影響 
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第 2 節 方法 

 本節では、3 つの検討項目（本章第 3～5 節）に共通する研究方法について説明する。 

 

 第 1 項 被験者 

各検討項目の被験者は、競技スポーツ経験を 5 年以上有し、手関節の傷害や神経障害のない健

康な男子大学生を対象とした。被験者の詳細は、各検討項目によって異なるため、本章の第 3～

5 節の各研究方法で説明する。 

 

第 2 項 使用テープ 

 第 4 章・第 2 節・第 2 項に示した通り、検討項目 1-1、1-2 では 50mm の非伸縮性テープを、

検討項目 1-3 では 50mm の伸縮性テープを使用した。 

 

第 3 項 手関節テーピング法 

手関節テーピング法は、各検討項目とも同様の方法であり、第 4 章・第 2 節・第 3 項に示す通

りである。 

 

第 4 項 検査者 

検査者は、すべての検討項目において第 4 章・第 2 節・第 4 項に示す通りである。 

 

第 5 項 テープ圧の測定および設定 

 各検討項目のテープ圧の測定および設定は、第 4 章・第 2 節・第 5 項に示す通りである。 

 

第6項 手関節の可動域測定 

 各検討項目の手関節の ROM 測定は、第 4 章・第 2 節・第 6 項に示す通りである。また、他

動 ROM 測定時はミュータス F100 を用いて、外力が一定になるように調整した。外力の設定に

関する詳細も、第 4 章・第 2 節・第 6 項に示す通りである。 

 

第 7 項  独立変数および従属変数 

 独立変数は、検討項目 1-1、および 1-2 と検討項目 1-3 で異なるため、本章第 3～5 節の各研究

方法で説明する。従属変数は手関節の背屈、もしくは掌屈の可動域とした。測定単位は角度（°）

とし、代表値は、各条件とも 3 試行の平均値とした。 

 

第 8 項 統計解析 

 解析方法は、各検討項目によって異なるため、本章第 3～5 節の各研究方法で説明する。 
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第 3 節 検討項目 1-1：非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

       手関節の背屈可動域に及ぼす影響 

 

第 1 項 目的 

非伸縮テープによる異なる圧（テープなし,5hPa,30hPa,60hPa,および 90hPa）の手関節テー

ピングが、手関節背屈の自動および他動 ROM に及ぼす影響を検討する。 

 

第 2 項 方法 

検討項目 1-1、1-2、および 1-3 に共通する方法については、本章第 2 節「方法」に示した。こ

こでは、検討項目 1-1 に該当する項目について説明する。 

 

1. 被験者 

検討項目 1-1 の被験者は 22 名であり、競技種目の内訳は、野球 8 名、サッカー4 名、バス

ケットボール 4 名、その他各 1 名[ 陸上（投擲）、柔道、剣道、空手、ラグビー、水泳 ]であっ

た。表 5-1 に被験者の年齢、身長、体重、BMI、手関節周径、および競技スポーツ経験年数を

示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 独立変数 

検討項目 1-1 では、テープ圧要因と関節可動域の測定法要因を設定した。テープ圧要因は、

非伸縮性テーピングにて 5hPa、30hPa、60hPa および 90hPa の圧を付加した 4 つのテープ圧

条件と、テーピングを貼付しない統制条件（テープなし）の計 5 条件を設定した。関節可動域

の測定法要因として、自動および他動 ROM 測定法の 2 条件を設定した。 

 

3. 統計解析 

各テープ圧条件の背屈可動域の平均値に対して、二要因[テープ圧×測定法（自動・他動）]

とも対応のある二要因分散分析（ANOVA）を行った。事後比較検定に Tukey’s HSD 法を用い

た。有意水準はいずれも 5％とした。有意な差が認められた条件間では、平均値間の差の大き

さを ES: Effect size (Cohen’s d) により検討した。 

平均(標準偏差) 最小値MAX  最大値

年齢 (歳) 19.4   (1.0) 18.0 22.0

身長 (cm) 171.3   (6.6) 158.7 185.3

体重 (kg) 65.2 (10.1) 50.0 88.1

BMI [(体重:kg)/(身長:m)2] 22.2   (2.9) 18.3 28.4

手関節周径 (cm) 15.8   (0.6) 14.9 17.2

競技スポーツ経験 (年) 8.8   (2.5) 5.0 13.0

表5-1　 被験者の年齢、身長、体重、BMI、手関節周径、

                       および競技経験年数における基礎統計量（ｎ = 22）
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第 3 項 結果 

図 5-1 は、各テープ圧条件における自動および他動 ROM 測定法による背屈可動域の平均値、

および解析結果を示している。対応のある二要因分散分析の結果、有意な交互作用は認められず、

テープ圧および測定法の主効果が認められた。多重比較検定の結果、いずれのテープ圧条件にお

いても、自動 ROM 測定法より他動 ROM 測定法による背屈可動域が大きかった（ES（d）＝ 4.22

～5.28）。 

自動 ROM 測定法による背屈可動域は 30hPa 条件が 5hPa 条件より（ES（d）= 0.58）、60hPa

条件が統制条件、および 5 hPa 条件より（ES（d） ＝ 0.50, 0.70）、90 hPa 条件が他の条件よ

り小さかった（ES（d）＝ 0.51～1.14）。 

他動ROM測定法による背屈可動域は30hPa条件、および60hPa条件が統制条件、および5 hPa

条件より（ES（d）＝ 0.73～1.58）、90hPa 条件が統制条件、5 hPa 条件、および 30hPa 条件

より小さかった（ES（d）＝ 0.66～1.33）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 各テープ圧条件における自動および他動 ROM 測定法による背屈可動域の平均値、お
よび解析結果 
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第 4 項 考察 

非伸縮性テープによる手関節テーピングにて異なるテープ圧を付加しても、手関節の背屈可動

域は、被験者が能動的に掌屈するよりも、検査者からの外力を受けることで大きくなる。 

背屈の自動 ROM および他動 ROM は、5hPa の圧付加ではテープなし時と変わらず、30hPa

以上の圧付加により減少した。自動 ROM では 90hPa の圧付加ではテープなし時と比較して可

動域が顕著に減少し（ES（d）＝0.96））、他動 ROM では 30hPa 以上の圧付加でテープなし時と

比較して可動域が顕著に減少した（ES（d）＝1.12 ~ 1.93） 

30hPa 以上の圧付加で制限効果が確認されたのは、テープに一定以上の張力が加えられること

で、骨折や脱臼等の際に使用される副木（sprint）のような効果が得られたのではないかと考察

する。石山（2011）は、テーピング時の張力（テープ圧）が適切でなければ、可動域を制限する

効果が得られず、不必要に張力（テープ圧）が強すぎたり、シワが寄ったりすることで皮膚のト

ラブルや血行障害、および疼痛を起こすことがあると指摘している。よって、5hPa の圧付加で

は、テープ自体が副木となるための張力が得られないため、制限効果がなかったと考えられる。 

自動 ROM において 90hPa の圧付加で顕著な制限効果がみられたのは、副木効果に加え、関

節構造自体に直接圧が加わり、その圧が関節の可動域を制限したと推測される。嶋脇ら（2009）

の報告では、上腕部に 60mmHg（80hPa）以上の圧をかけた場合、静脈が閉塞すると報告して

いる。また、平田（1995）は、上腕部、前腕部、および手関節部に 40mmHg(53.3hPa)の圧で圧

迫した所、部位に関係なく血流が制限されたと報告しており、一定の圧により静脈が閉塞すると

考えられる。よって、手関節テーピング法により 90hPa 未満のテープ圧は表層に位置する静脈

により圧が緩和され、90hPa 未満のテープ圧では副木効果のみが作用し、関節構造まで圧の影響

が及ばないため、30hPa 付加時と 60hPa 付加時の間に制限効果の差がみられなかったと推測さ

れる。 

競技スポーツ場面では、背屈強制による外傷・障害の予防を目的として手関節テーピング法を

行う場合は、30hPa 以上の圧付加が必要である。ただし、5~30hPa のテープ圧間での比較を行

っていないため、30hPa 以下で制限効果が得られる可能性もある。より強い制限効果を得るには

90hPa の圧付加が必要となるが、90hPa では血流阻害の影響も考えられる（平田, 1995、平井, 

2007、嶋脇, 2009）ため、競技特性や競技時間などを考慮し適用を判断すべきであろう。 
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第 3 節のまとめ 

 検討項目 1-1 の結果より、以下のことが明らかにされた。 

 

・手関節テーピングにおいて異なるテープ圧を付加したとしても、背屈は自動 ROM よりも他動

ROM が大きく、外力の影響を受けることで可動域が増加する。 

 

・背屈の自動および他動 ROM は、テープ圧が最小の 5hPa では制限効果が確認されず、30hPa

以上の圧付加により可動域が減少する。 

 

・背屈の自動および他動 ROM は、テープ圧の増加に伴い減少する傾向がある。自動 ROM は、

90hPa の圧付加により、60hPa 以下の圧付加時よりも減少し、他動 ROM は、90hPa の圧付加

により 30hPa 以下の圧付加時よりも減少する。 
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第 4 節 検討項目 1-2：非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

       手関節の掌屈可動域に及ぼす影響 

 

第 1 項 目的 

非伸縮テープによる異なる圧（テープなし,5hPa,30hPa,60hPa,および 90hPa）の手関節テー

ピングが、手関節掌屈の自動および他動 ROM に及ぼす影響を検討する。 

 

第 2 項 方法 

検討項目 1-1、1-2、および 1-3 に共通する方法については、本章第 2 節「方法」に示した。こ

こでは、検討項目 1-2 に該当する項目について説明する。 

 

1. 被験者 

 検討項目 1-2 の被験者は 25 名であり、野球 10 名、剣道 3 名、バスケットボール 3 名、サッ

カー3 名、その他各 1 名[ バドミントン、テニス、ラグビー、柔道、陸上（短距離）、水泳 ]で

あった。表 5-2 に被験者の年齢、身長、体重、BMI、手関節周径、および競技スポーツ経験年

数を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 独立変数 

検討項目 1-2 では、テープ圧要因と関節可動域の測定法要因を設定した。テープ圧要因は、

非伸縮性テーピングにて 5hPa、30hPa、60hPa および 90hPa の圧を付加した 4 つのテープ圧

条件と、テーピングを貼付しない統制条件（テープなし）の計 5 条件を設定した。関節可動域

の測定法要因として、自動および他動 ROM 測定法の 2 条件を設定した。 

 

3. 統計解析 

各テープ圧条件の掌屈可動域の平均値に対して、二要因[テープ圧×測定法（自動・他動）]

とも対応のある二要因分散分析（ANOVA）を行った。事後比較検定に Tukey’s HSD 法を用い

た。有意水準はいずれも 5％とした。有意な差が認められた条件間では、平均値間の差の大き

さを ES: Effect size (Cohen’s d) により検討した。 

平均(標準偏差) 最小値MAX  最大値

年齢 (歳) 19.7 (0.9) 18.0 21.0

身長 (cm) 171.8 (5.6) 158.7 185.3

体重 (kg) 64.8 (9.3) 50.0 88.1

BMI [(体重:kg)/(身長:m)2] 21.9 (2.6) 18.3 28.2

手関節周径 (cm) 15.9 (0.5) 14.9 17.2

競技スポーツ経験 (年) 8.4 (2.3) 5.0 13.0

表5-2　被験者の年齢、身長、体重、BMI、手関節周径、

                       および競技経験年数における基礎統計量（ｎ = 25）
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第 3 項 結果 

図 5-2 は、各テープ圧条件における自動および他動 ROM 測定法による掌屈可動域の平均値、

および解析結果を示している。対応のある二要因分散分析の結果、有意な交互作用が認められた。

多重比較検定の結果、いずれのテープ圧条件においても、自動 ROM 測定法より他動 ROM 測定

法による掌屈可動域が大きかった（ES（d）＝ 2.68～3.16）。 

自動 ROM 測定法による掌屈可動域は、90 hPa 条件、60hPa 条件、および 30hPa 条件が統制

条件より（ES（d）＝ 0.67～1.38）、90hPa 条件、および 60 hPa 条件が 5hPa 条件より（ES（d）

＝ 0.53, 1.08）、そして 90hPa 条件が 60hPa、および 30hPa 条件よりも小さかった（ES（d）

＝ 0.81, 0.52）。 

他動 ROM 測定法による掌屈可動域は、90hPa 条件および 60 hPa 条件が 5hPa 条件、および

統制条件より小さかった（ES（d）＝ 0.54, 0.41）（ES（d）＝ 0.71, 0.58）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 各テープ圧条件における自動および他動 ROM 測定による掌屈可動域の平均値、および
解析結果 
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第 4 項 考察 

非伸縮性テープによる手関節テーピングにて異なるテープ圧を付加しても、手関節の掌屈可動

域は能動的に掌屈するよりも検査者の外力を受けることで大きくなる。 

掌屈の自動 ROM および他動 ROM は、5hPa のテープ圧では制限効果はみられず、減少しな

かった。自動 ROM は 30hPa 以上の圧付加により、他動 ROM は 60hPa 以上の圧付加により減

少した。特に自動 ROM は、90hPa の圧付加により、テープなし時、5hPa、および 30hPa の圧

付加時よりも顕著に減少した（ES（d）= 0.81 ~ 1.38）。従って、自動 ROM は 30hPa の圧付加

でも固定できるが、外力を受ける状況下では、より高いテープ圧が必要となる。 

自動 ROM、および他動 ROM とも 5hPa の圧付加では可動域制限効果がみられなかった。こ

れは、検討項目 1 の背屈可動域への影響と同様に、一定以上の圧付加がなければ副木効果が得ら

れず、可動域が制限されないからと考えられる。 

また、自動 ROM が 90hPa の圧付加により 30hPa 付加時よりも顕著に減少した（ES（d）= 0.81 

~ 1.38）のは、背屈と同様に副木効果に加え、関節構造自体に直接圧が加わり、その圧が関節の

可動域を制限したと推測される。 

一方、他動 ROM は 90hPa の圧付加により、テープなし時よりも平均 8°減少した（ES（d）

< 0.8）が、検討項目 1 の背屈可動域ほど大きな効果量ではなかった（背屈可動域の ES（d）= 1.93）。

これは、掌屈は背屈よりも可動域が大きく（Norkin and White,2009; 米本, 1995）、かつ可動域

の個人差も掌屈は背屈よりも大きいことが、原因として考えられる。 

 検討項目 1 の背屈可動域への影響と比較すると、テープを付加しない状況では自動 ROM およ

び他動 ROM とも、背屈よりも掌屈のほうが大きい結果となり（Norkin and White,2009）や米

本（1995）が示した関係と同じであった。しかしながら、自動 ROM は、テープ圧を高めるに従

い、可動域は掌屈が背屈に近づき、90hPa の圧を付加した際に同程度の可動域（背屈可動域平均

54.7±10.1, [n = 22]、掌屈可動域平均 54.6±13.4, [ n = 25]）となったと判断できる。よって、

自動 ROM では、テープ圧付加により、掌屈は背屈よりも可動域が制限され、90hPa の圧を付加

することで背屈と掌屈の可動域は同等になる。一方、他動 ROM では、背屈と掌屈では検査者が

加えた外力が若干異なるため、単純な比較はできないが、テープ圧を付加しても、掌屈は背屈よ

りも可動域が大きかった。これは、外力が加わることで手関節テーピングが巻かれている部分よ

りも遠位の手根中手関節部で関節運動が起こることが影響し、関節構造上、背屈よりも掌屈の方

が手根中手関節部での可動域が大きいためと考えられる。よって、手関節テーピング法によって

異なるテープ圧を付加しても、掌屈は背屈よりも外力の影響を受けやすいと考えられる。 
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第 4 節のまとめ 

検討項目 1-2 の結果より、以下のことが明らかにされた。 

 

・手関節テーピングにおいて異なるテープ圧を付加したとしても、掌屈は自動 ROM よりも他動

ROM が大きく、外力の影響を受けることで可動域制限効果が弱まる。 

 

・掌屈の自動 ROM は、テープ圧が最小の 5hPa では制限効果がみられず、30hPa 以上の圧付加

により減少し、圧を強めることで減少の程度が大きくなり、特に 90hPa では顕著となる。 

 

・掌屈の他動 ROM は、5hPa、および 30hPa の圧付加では可動域制限効果はみられず、60hPa

以上の圧を付加することで減少し、特に 90hPa の圧付加により掌屈可動域は顕著に減少する。 

 

・手関節テーピング法なしの状態では、掌屈の自動 ROM は、背屈の自動 ROM よりも大きいが、

手関節テーピングによりテープ圧を付加することで、背屈よりも可動域制限効果を強く受け、

90hPa のテープ圧付加により掌屈と背屈は同程度の可動域を示す。 

 

・手関節テーピング法によりテープ圧を付加しても、他動 ROM は、背屈よりも掌屈の方が大き

い。 
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第 5 節 検討項目 1-3：伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

      手関節の背屈および掌屈可動域に及ぼす影響 

 

第 1 項 目的 

伸縮テープにより異なる圧（テープなし、5hPa、30hPa、60hPa、および 90hPa）を付加し

た手関節テーピング法が、自動および他動 ROM 測定法による背屈および掌屈可動域に及ぼす影

響を検討する。また、動作の違い（背屈と掌屈）による可動域への影響も併せて検討する。 

 

第 2 項 方法 

検討項目 1-1、1-2、および 1-3 に共通する方法については、本章第 2 節「方法」に示した。こ

こでは、検討項目 1-3 に該当する項目について説明する。 

 

1. 被験者 

 検討項目 1-3 の被験者は 21 名であり、競技種目の内訳は野球 8 名、サッカー4 名、バレー

ボール 2 名、その他各 1 名[ バドミントン、ハンドボール、体操、陸上（短距離）、陸上（長

距離）、剣道、水泳 ]であった。表 5-3 に被験者の年齢、身長、体重、BMI、手関節周径、およ

び競技スポーツ経験年数を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 独立変数 

検討項目 1-3 では、テープ圧要因と背屈および掌屈動作の違いを検討するために動作要因を

設定した。テープ圧要因は、伸縮性テーピングにて 5hPa、30hPa、60hPa および 90hPa の圧

を付加した 4 つのテープ圧条件と、テーピングを貼付しない統制条件（テープなし）の計 5 条

件を設定した。動作要因は、背屈および掌屈動作の 2 条件を設定した。 

また、他動および自動 ROM 測定法の違いによる影響を検討するために、前述のテープ圧要

因と測定法要因を設定した。測定法要因として他動 ROM 測定法と、自動 ROM 測定法の 2 条

件を設定した。 

 

平均(標準偏差) 最小値MAX  最大値

年齢 (歳) 21.1 (0.9) 20.0 22.0

身長 (cm) 171.0 (6.9) 158.0 182.8

体重 (kg) 66.6 (9.1) 49.8 86.5

BMI [(体重:kg)/(身長:m)2] 22.7 (2.2) 19.9 28.6

手関節周径 (cm) 16.0 (0.6) 14.2 17.1

競技スポーツ経験 (年) 8.1 (1.8) 5.0 13.0

表5-3　 被験者の年齢、身長、体重、BMI、手関節周径、

                      および競技経験年数における基礎統計量（ｎ = 21）
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3. 解析方法 

自動 ROM 測定法、および他動 ROM 測定法による各条件の手関節背屈および掌屈可動域の

平均値に対して、二要因[テープ圧×手関節動作（背屈・掌屈）]とも対応のある二要因の分散

分析（ANOVA）を用いた。事後比較検定に Tukey’s HSD 法を用いた。 

また、背屈可動域および掌屈可動域の各テープ圧条件の平均値に対して、二要因[テープ圧×

測定法（自動・他動）]とも対応のある二要因分散分析（ANOVA）を行った。事後比較検定に

Tukey’s HSD 法を用いた。 

有意水準はいずれも 5％とした。有意な差が認められた条件間では、平均値間の差の大きさ

を ES: Effect size (Cohen’s d) により検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 5 章 検討課題Ⅰ 

67 

 

第 3 項 結果 

 図 5-3 は各テープ圧条件における自動 ROM 測定による背屈および掌屈可動域の平均値、およ

び解析結果を示している。二要因とも対応のある二要因分散分析の結果、有意な交互作用が認め

られた。多重比較検定の結果、すべてのテープ圧条件において背屈より掌屈の可動域が大きかっ

た（ES（d）＝ 1.41～2.39）。 

背屈可動域は、90hPa 条件が統制条件および 5hPa 条件よりも小さかった（ES（d）＝ 0.38, 

0.44）。 

掌屈可動域は、90hPa、60hPa、30hPa、および 5hPa 条件が統制条件より（ES（d）＝ 0.37

～0.94）、90hPa 条件が 60hPa、30hPa、および 5hPa 条件より小さかった（ES（d）＝ 0.36～

0.54）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 各テープ圧条件における自動 ROM 測定による背屈および掌屈可動域の平均値、および
解析結果 
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図 5-4 は各テープ圧条件における他動 ROM 測定における背屈および掌可動域の平均値、およ

び解析結果を示している。二要因とも対応のある二要因分散分析の結果、有意な交互作用は認め

られず、テープ圧要因および手関節動作要因に主効果が認められた。多重比較検定の結果、すべ

てのテープ圧条件において背屈より掌屈の可動域が大きかった（ES（d）＝ 2.46～2.63）。背屈

可動域は、テープ圧条件間に差は認められなかった。掌屈可動域は、90hPa、および 60hPa 条

件が統制条件より（ES（d）＝ 0.42, 0.29）、90hPa 条件が 5hPa 条件より小さかった（ES（d）

＝ 0.40）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 各テープ圧条件における他動 ROM 測定による背屈および掌屈可動域の平均値、および
解析結果 
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図 5-5 は各テープ圧条件における自動および他動 ROM 測定法による背屈可動域の平均値、お

よび解析結果を示している。対応のある二要因分散分析の結果、有意な交互作用は認められず、

テープ圧要因および手関節動作要因に主効果が認められた。多重比較検定の結果、背屈は統制条

件、および 90hPa条件において、自動ROMより他動ROMが大きかった（ES（d）＝ 0.63, 0.76）。

背屈の自動 ROM は、90hPa 条件が 5hPa 条件、および統制条件より小さかった（ES（d）＝ 0.38, 

0.44）。背屈の他動 ROM はテープ圧条件間に差は認められなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-5 各テープ圧条件における自動および他動 ROM 測定による背屈可動域の平均値、および

解析結果 



第 5 章 検討課題Ⅰ 

70 

 

 図 5-6 は、各テープ圧条件における自動および他動 ROM 測定法による掌屈可動域の平均値、

および解析結果を示している。対応のある二要因分散分析の結果、有意な交互作用が認められた。 

 多重比較検定の結果、掌屈はどのテープ圧条件においても自動 ROM より他動 ROM が大きか

った（ES（d）＝ 1.05～1.43）。掌屈の自動 ROM は、90hPa、60hPa、30hPa、および 5hPa

条件が統制条件より（ES（d）＝ 0.37～0.94）、90hPa 条件が 60hPa、30hPa、および 5hPa 条

件より小さかった（ES（d）＝ 0.36～0.54）。掌屈の他動 ROM は、90hPa、および 60hPa 条件

が統制条件より（ES（d）＝ 0.42, 0.29）、90hPa 条件が 5hPa 条件より小さかった（ES（d）

＝ 0.40）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6 各テープ圧条件における自動および他動 ROM 測定による掌屈可動域の平均値、および

解析結果 
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第 4 項 考察 

 検討項目 1-3 について、以下の観点から考察した。 

 

・背屈と掌屈の比較 

関節可動域は背屈よりも掌屈が大きいと報告されている（Norkin and White, 2009; 米本ら, 

1995）。伸縮性テープを用いた手関節テーピング法の結果から、圧付加が異なっても背屈よりも

掌屈の自動および他動 ROM が大きかった。従って、伸縮性テープを使用して手関節テーピング

を貼付しても、背屈より掌屈の可動域が大きいと考えられる。 

また、検討項目 1 および 2 の非伸縮性テープを使用した結果では、手関節テーピング法によっ

て、自動 ROM はテープ圧を高めるに従い、掌屈は背屈の値に近づき、90hPa の圧付加により、

背屈と掌屈は同じ可動域を示した。これは、高い圧を付加することで掌屈動作に強い制限効果が

みられたことが影響している。伸縮性テープは伸びる素材のため、非伸縮性テープよりも固定力

が低く、テープ圧を強めても可動域制限効果が弱く、掌屈では強い制限効果が得られなかったこ

とが影響し、自動および他動 ROM ともに掌屈が背屈より大きい可動域を示したと考えられる。 

 

・自動 ROM への影響 

本研究の結果から、自動 ROM に及ぼす手関節テーピングの制限効果は、背屈では 90hPa の

圧付加でなければ制限効果は期待できないと考えられる。しかし、90hPa の圧付加は、血流への

影響（嶋脇ら,1996）が危惧されるため、勝敗の決定に長時間を要する競技スポーツ選手には使

用しない方がよいであろう。 

掌屈では、伸縮テープを巻いただけの 5hPa の圧付加から制限効果がみられたが、60hPa 以下

の圧付加では効果に差はなく、90hPa の圧付加で効果が顕著であった。伸縮性テープは、非伸縮

性テープよりも厚い素材のため、手関節に 3 周巻きつけるとテープの厚さが増す（各々のテープ

を 3 枚重ねた厚さは、非伸縮性テープ：0.77mm, 伸縮性テープ：2.52mm）。また、掌屈の最終

可動域付近では、テープが何重にも重なり合って厚さを増し（図 5-7）、それが掌屈動作を妨げる

障害物となるが、背屈の最終可動域付近では、テープ同士の重なりが少なく、背屈動作を妨げる

障害物として作用しなかったと考えられる（図 5-8）。 

倉持（2010）は、非伸縮性テープや伸縮性テープを用いたテーピングの際、テープの厚さの増

加は可動域を制限する因子であると報告している。本研究から、テープの厚さの増加が可動域を

制限するのは、掌屈のようにテープ同士が重なり合うことで関節動作を妨げる障害物として作用

するからと考えられる。一方で、背屈可動域が制限されなかった結果から、単純にテープの厚さ

が増加しただけでは可動域は制限されないことが示唆された。 

また、90hPa の圧付加で制限効果が顕著となったのは、関節構造自体に直接圧が及んだためと

推測される。嶋脇ら（1996）は、60mmHg（80hPa）以上で静脈が閉塞すると報告している。

つまり、60hPa までのテープ圧では表層に位置する静脈により緩和されるが、90hPa のテープ

圧では関節構造までその影響が及ぶと考えられる。 

 検討項目 1-1、および 1-2 の非伸縮性テープを使用した結果より、非伸縮性テープでは、テー
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プ圧の増加に伴い可動域が制限された。一方、伸縮性テープでは、背屈および掌屈とも 5、30、

および 60hPa の条件間では差がみられず、90hPa の圧を付加することで他の条件よりも可動域

制限がされた。よって、伸縮性テープでは、テープ圧による可動域制限効果は、90hPa の強い圧

が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

・他動 ROM への影響 

他動 ROM に及ぼす手関節テーピングの制限効果は、背屈では確認されなかったが、掌屈では

60hPa 以上の圧付加で確認された。Abián-Vicén et al.（2009）は、足関節のテーピングでは、

伸縮性テープは非伸縮性テープよりも可動域制限効果が低いことを報告している。この理由とし

て、伸縮性テープは伸びる素材のためテープ自体の制限効果が弱いことが影響している。手関節

テーピングでも、伸縮性テープを用いた場合、制限効果が弱いため、背屈可動域が制限されなか

ったと考えられる。ただし、掌屈では、本章・第 4 節で示した非伸縮性テープを利用した結果と

同じ 60hPa 以上の圧付加で可動域制限効果がみられた。これは、伸縮性テープにて 60hPa の圧

を付加することで非伸縮性テープよりも弱いながらも、ある程度の制限効果があり、加えて最終

可動域付近でテープが重なり合い、障害物としての作用が加わったからと考えられる。 

背屈と掌屈では手関節テーピング法の影響が異なった理由として、背屈は掌屈よりも可動域が

図 5-7：掌屈時の伸縮テープの重なり 

・掌屈は可動域が大きく、テープが

重なり、障害物として作用する 

図 5-8：背屈時の伸縮テープの重なり 

・背屈は掌屈より可動域が小さく、テ

ープの重なりが少ないため、障害物と

しての作用が小さい 
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小さいため、テープ同士の重なりが少なく、障害物としての作用が小さいことが考えられる。 

検討項目 1-1、および 1-2 の非伸縮性テープを使用した結果から、自動 ROM と比較して外力

が加わることで、可動域制限効果は劣るものの、圧の増加に伴う制限効果が期待できた。しかし

ながら、伸縮性テープでは、圧の増加による制限効果は背屈では確認されず、掌屈では 60、お

よび 90hPaの高い圧を付加することで確認されたが、非伸縮性テープ使用時よりも小さかった。

また、伸縮性テープ使用時のテープの重なりによる掌屈可動域制限効果を考慮すると、テープ圧

の増加による可動域制限効果は、さらに小さくなると予測できる。よって、手関節テーピング法

において、伸縮性テープ使用時は非伸縮性テープ使用時よりも、テープ圧増強による可動域制限

効果は劣ると考えられる。 

本研究の結果から、伸縮性テープを用いた場合、手関節テーピング法による外力が加わる状況

による背屈可動域制限効果は期待できない。よって、外力を受け背屈を強制される状況が想定さ

れる競技スポーツでは、外傷予防、および再発予防を目的とした場合、伸縮性テープの利用は適

さない。また、掌屈可動域制限効果については、60、および 90hPa の圧を付加することで得ら

れるが、その程度は非伸縮性テープ使用時よりも劣る。 

 

・自動 ROM 測定法と他動 ROM 測定法の比較 

 背屈における測定法による違いは、統制条件と 90hPa 条件で自動 ROM より他動 ROM の方が

大きかった。本章・第 3 節：検討項目 1-1 の非伸縮性テープを用いた結果では、テープ圧に関係

なく自動 ROM よりも他動 ROM が大きかった。検討項目 1-1 の他動 ROM 測定では、背屈動作

にのみ着目し最終可動域感を得るため、検査者は比較的強い外力を加えた。しかし、背屈および

掌屈の両動作を対象とした検討項目 1-3 の他動 ROM 測定では、掌屈時に強い外力を加えると被

験者が痛みを訴えるため、安全面を考慮し非伸縮性テープ使用時よりも弱い外力を加えた。この

ことが、非伸縮性テープ使用時より、測定法の違いによる可動域の差が小さかった原因と考えら

れる。 

 一方、掌屈では、検討項目 1-2 の非伸縮性テープを用いた結果と同様にテ－プ圧に関係なく自

動 ROM よりも他動 ROM が大きかった。よって、伸縮性テープにて手関節テーピング法を行っ

たとしても、掌屈は外力の影響を受けることで可動域が大きくなる。また、背屈の自動 ROM と

他動 ROM の差（ES（d）＝ 0.50～0.76）と掌屈の自動 ROM と他動 ROM の差（ES（d）＝ 1.05

～1.43）の比較より、同じ外力を受けても、背屈よりも掌屈の方が外力の影響を受けやすいと判

断できる。 
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第 5 節のまとめ 

検討項目 1-3 の結果より、以下のことが明らかにされた。 

 

・伸縮性テープを用いた手関節テーピング法により、いずれのテープ圧条件でも、自動 ROM 測

定法よりも他動 ROM 測定法による掌屈可動域が大きいため、外力の影響を受けることで掌屈可

動域が大きくなる。 

 

・伸縮性テープを用いた手関節テーピング法により、自動 ROM 測定法における背屈可動域は、

90hPa の圧を付加することで制限効果がみられ、掌屈可動域は 5hPa 以上の圧を付加することで

制限効果がみられ、90hPa の圧付加により顕著となる。 

 

・伸縮性テープを用いた手関節テーピング法により、他動 ROM 測定法における背屈可動域は、

テープ圧を付加しても制限効果がみられず、掌屈可動域は 60hPa 以上の圧を付加することで制

限効果がみられる。 

 

・伸縮性テープを用いて手関節テーピング法を行った場合、背屈動作よりも掌屈動作の方が可動

域制限効果を期待できる。 

 

・手関節テーピングによるテープ圧による背屈および掌屈可動域の制限効果は、伸縮性テープ使

用時よりも非伸縮性テープ使用時の方が大きい。 

 

・伸縮性テープにて手関節テーピング法を行ったとしても、背屈よりも掌屈のほうが外力の影響

を受けやすく、可動域が大きくなる。 
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第 6 節 小括：第 5 章（検討課題Ⅰ）のまとめ 

検討項目 1-1～1-3 において得られた結果は、以下のようにまとめられる。 

 

1. 非伸縮性、伸縮性いずれのテープを用いた手関節テーピング法でも、手関節背屈および掌屈

とも、選手が自力で屈曲するよりも外力の影響を受けることで、テーピングによる制限効果

が低下する。 

 

2. 非伸縮性テープを用いた手関節テーピング法は、自動および他動関節可動域ともテープ圧が

最小の 5hPa 条件では制限効果は得られず、30hPa 以上の圧を付加することで制限効果が得

られる。 

 

3. 伸縮性テープを用いた手関節テーピングが自動関節可動域に及ぼす影響は、背屈では 90hPa

のテープ圧を付加することで制限効果がみられる。また、掌屈では 5hPa 以上のテープ圧を

付加することで制限効果が得られ、90hPa のテープ圧を付加することで、その効果は顕著と

なる。 

 

4. 伸縮性テープを用いた手関節テーピング法が他動関節可動域に及ぼす影響は、背屈ではテー

プ圧を付加しても制限効果が得られない。また、掌屈では 60hPa 以上の圧を付加すること

で制限効果が得られる。 

 

5. 手関節テーピング法では、伸縮性テープ使用時の自動および他動 ROM、非伸縮性テープ使

用時の他動 ROM において、テープ圧に関係なく、背屈よりも掌屈の方が大きい、しかし、

非伸縮性テープ使用時の自動 ROM において、テープ圧を強めることで、掌屈可動域がより

制限され、90hPa のテープ付加時には背屈と掌屈は同程度の可動域を示す。 

 

6. 手関節テーピング法において、テープ圧の増加に伴う可動域制限効果は、自動および他動可

動域とも伸縮性テープ使用時よりも非伸縮性テープ使用時の方が大きい。 
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第 1 節 諸言 

 

第5章検討課題Ⅰでは、手関節テーピング法によるテープの種類およびテープ圧の違いが手関節

の可動域に及ぼす影響について整理した。本章では手関節テーピング法が最大握力発揮に及ぼす影

響について検討する。 

先行研究では手関節テーピング法により手関節が関与する各種能力発揮が低下するという報告

がある。Rettig et al. (1997)は、手関節および手指それぞれのテーピングでは握力発揮への影響は

確認されなかったが、手関節と指の両方を固定した場合、握力値が低下したと報告している。し

かし、上記の研究では、テープ圧は明記されておらず、その影響も検討されていない。また、テー

プの種類の違い（非伸縮性テープと伸縮性テープ）も検討なされていない。 

これまでの先行研究を整理した結果、健康な被験者を対象として、各身体部位のテーピング法お

よび張力を付加したテーピング法が筋力発揮や運動パフォーマンスに及ぼす影響については、一致

した結果が得られていない。Alexander et al. (2003; 2008) がテープ圧の付加により筋活性の指標

が低下すると報告したように、付加するテープ圧が異なると筋力発揮への影響も異なる。つまり、

テープ圧の程度が筋力発揮に影響すると仮説される。 

手関節に関係する筋力の中でも柔道やレスリングなどの格闘技や、器械体操等では、大きな握力

発揮が必要とされる。その一方で、これらの競技は手関節部への負担が大きく、怪我のリスクも高

い（林, 2014）。よって、外傷予防を優先するテーピングにより、握力発揮が低下するのであれば、

テーピング使用の可否を判断する必要がある。 

そこで、本検討課題の目的は、競技スポーツ経験のある健康な男子大学生を対象に、手関節テー

ピング法によるテープの種類（非伸縮性・伸縮性）およびテープ圧の違いが最大握力発揮に及ぼす

影響を検討することである。 

本章では、上記の目的を達成するために以下の2つの検討項目を設定し、第3節以降に各節に分

けて詳細を示す。 

 

・検討項目 2-1（本章第 3 節）： 

 非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

       最大握力発揮に及ぼす影響 

 

・検討項目 2-2（本章第 4 節）： 

 伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

       最大握力発揮に及ぼす影響 
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第 2 節 方法 

 本節では、2 つの検討項目（本章第 3、および 4 節）に共通する研究方法について説明する。 

 

第 1 項 被験者 

各検討項目の被験者は、競技スポーツ経験を5年以上有し、手関節の傷害や神経障害のない健

康な男子大学生を対象とした。被験者の詳細は、各検討項目によって異なるため、各節の研究

方法に示す。 

 

第 2 項 使用テープ 

 本章で使用したテープは、第 4 章・第 2 節・第 2項に示したものであるが、検討項目 2-1では、

幅 50mm の非伸縮性テープを、検討項目 2-2 では、幅 50mm の伸縮性テープを使用した。 

 

第 3 項 手関節テ－ピング法 

手関節テーピング法は、各検討項目とも同様の方法であり、第 4 章・第 2 節・第 3 項に示す通

りである。 

 

第 4 項 検査者 

検査者は、すべての検討項目において第 4 章・第 2 節・第 4 項に示す通りである。 

 

第 5 項 テープ圧の測定および設定 

 各検討項目のテープ圧の測定および設定は、第 4 章・第 2 節・第 5 項に示す通りである。 

 

 第 6 項 最大握力の測定 

 各検討項目における最大握力の測定は、第 4 章・第 2 節・第 7 項に示す通りである。 

 

第 7 項  独立変数および従属変数 

検討項目 2-1、および 2-2 では、手関節テーピングの圧の違いによる最大握力発揮への影響を

検討するため、独立変数としてテープ圧要因を設定した。テープ圧要因は、テーピングにて

5hPa、30hPa、60hPaおよび 90hPaの圧を付加した 4 つのテープ圧条件と、テーピングを貼付

しない統制条件（テープなし）の計 5 条件を設定した。 

従属変数は、最大握力発揮値とし、測定単位は kg であった。代表値は、各条件とも 2 試行の

最大値とした。 

 

第 8 項 統計解析 

 検討項目 2-1 および 2-2 とも統計解析は、各テープ圧条件における最大握力の平均値に対して、

対応のある一要因分散分析（ANOVA）を行い、事後比較検定に Tukey’s HSD 法を用いた。有意
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水準はいずれも 5％とした。有意な差が認められた条件間では、平均値間の差の大きさを ES: 

Effect size (Cohen’s d) により検討した。 
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第 3 節 検討項目 2-1：非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

        最大握力発揮に及ぼす影響 

 

第 1 項 目的 

非伸縮性テープによる異なるテープ圧（テープなし,5hPa,30hPa,60hPa,および 90hPa）の手

関節テーピング法が最大握力発揮に及ぼす影響を検討する。 

 

第 2 項 方法 

1. 被験者 

 検討項目 2-1 の被験者は 25 名であり、競技種目の内訳は、野球 9 名、サッカー7 名、バドミ

ントン 2 名、その他各 1 名[バスケットボール、柔道、剣道、陸上（長距離）、陸上（短距離）、

水泳、テニス]であった。表 6-1 に、被験者の年齢、身長、体重、BMI、手関節周径、および競技

スポーツ経験年数を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均(標準偏差) 最小値MAX  最大値

年齢 (歳) 20.2 (0.8) 18.0 22.0

身長 (cm) 170.4 (6.2) 158.5 183.4

体重 (kg) 65.6 (9.4) 53.1 91.1

BMI [(体重:kg)/(身長:m)2] 22.6 (2.8) 18.1 30.8

手関節周径 (cm) 16.0 (0.7) 14.2 17.0

競技スポーツ経験 (年) 8.0 (1.8) 5.0 14.0

表6-1　 被験者の年齢、身長、体重、BMI、手関節周径、

                   および競技経験年数における基礎統計量（ｎ = 25）
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第 3 項 結果 

図 6-1は、各条件における最大握力の平均値、対応のある一要因分散分析および多重比較検定

の結果を示している。分析の結果、主効果に有意性が認められた（F ＝ 2.59, p ＝ 0.04, η2 ＝ 

0.09）。多重比較検定の結果、90hPa 条件が統制条件よりも有意に低い値を示した(ES（d）＝ 

0.26)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 非伸縮性テープを用いた手関節テーピングによる各テープ圧の最大握力の平

均値、標準偏差および対応のある一要因分散分析の結果 
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第 4 項 考察 

手関節テーピングにより 90hPa の高い圧を付加することで、握力発揮が制限された。非伸縮

テープにて 90hPa の圧を付加することで、腱の動きが阻害される圧が加わったと推測される。

また、90hPa の圧付加では血流が阻害されることによる影響も否定できない。実験では、テーピ

ング後 1 分以内に握力の計測が行われたため、血流が阻害されたことによる影響は少ないと思わ

れる。しかし、本研究では血流変化を観察していないため、今後、テーピング貼付後の時間経過

と血流への影響とともに筋力発揮との関係を検討する必要がある。 

これまで、健康な被験者を対象に、各種テーピング法が筋力発揮や運動パフォーマンスに及ぼ

す影響を検討した研究では、一致した結果は得られていない。その中で、本研究結果は、テーピ

ング貼付時に張力を加え、圧を付加することで筋活性が低下すると報告した Alexander et al 

(2003; 2008)の研究を一部支持するものであった。メカニズムの解明にまで至らないが、筋およ

び腱に一定以上の圧が加わることにより、握力発揮の低下に影響することが示唆された。一方

で、最大握力の平均値は、どのテープ圧を付加しても、テープなし時よりも上回ることがなかっ

たため、手関節テーピング法によって握力発揮値が高まることは期待できない。 

非伸縮テープによる手関節テーピングにて 90hPa の圧を付加した場合、テープなし時と比較

して、握力発揮抑制の程度は、効果量(ES（d）＝ 0.26)より小さいと判断される。よって、瞬発

的な筋力発揮が要求されるような競技スポーツでは、手関節テーピング法の影響は小さいと考

えられる。しかしながら、Cordova et al.（2005）は、「足関節テーピングによるスプリント速

度、敏捷性、垂直跳び低下はわずかでも、パフォーマンスへの影響と外傷・障害予防のメリット

を考慮する必要がある。」と指摘している。そのため、このわずかな握力発揮の低下がパフォー

マンスにいかなる影響を及ぼすか、すなわち許容される範囲での低下なのかを今後検討する必

要がある。 

例えば、格闘技や体操競技等の競技種目において、練習では問題ないが、試合本番での、わず

かな筋力発揮の差が勝敗を決する場面では問題となることが予測される。しかしながら、これら

のことを明らかにするには、調査が大規模になる。今後、研究方法について実現可能性を踏まえ

て検討したい。 

現場への応用として、検討課題Ⅰの関節可動域（以下、ROM: range of motion）の制限効果も

考慮し、健康な競技スポーツ選手を対象に外傷・障害の予防を目的とし、かつ最大握力発揮への

影響がない手関節テーピング法を行う場合、非伸縮性テープにて 60hPa 以下のテープ圧を付加

することが有効であると考えられる。また、非伸縮性テープを用いた手関節テーピング法にて

90hPa のテープ圧を付加することが、握力発揮が低下する基準となる。 

 

 

第 3 節のまとめ 

非伸縮性テープを用いて手関節テーピングを行った場合、60hPa の圧付加までは握力発揮値は

低下せず、90hPaの圧を付加することで握力発揮値がわずかに低下する(平均1.54kgの低下, ES（d）

＝0.26)。 
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第 4 節 検討項目 2-2：伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

        最大握力発揮に及ぼす影響 

 

第 1 項 目的 

伸縮性テープによる異なるテープ圧（テープなし,5hPa,30hPa,60hPa,および 90hPa）の手関

節テーピング法が最大握力発揮に及ぼす影響を検討する。 

 

第 2 項 方法 

1. 被験者 

検討項目 2-2 の被験者は 20 名であり、競技種目の内訳は、野球 7 名、サッカー4 名、バド

ミントン 2 名、その他各 1 名[柔道、剣道、空手、陸上（短距離）、陸上（投擲）テニスおよ

び水泳]であった。表 6-2 に、被験者の年齢、身長、体重、BMI、手関節周径、および競技スポ

ーツ経験年数を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均(標準偏差) 最小値MAX  最大値

年齢 (歳) 20.6   (0.9) 18.0 22.0

身長 (cm) 171.3   (6.6) 160.4 180.7

体重 (kg) 67.9 (10.7) 52.7 91.1

BMI [(体重:kg)/(身長:m)2] 23.4   (3.3) 19.6 31.0

手関節周径 (cm) 16.2   (0.8) 14.2 17.7

競技スポーツ経験 (年) 8.2   (2.1) 5.0 14.0

表6-2　 被験者の年齢、身長、体重、BMI、手関節周径、

                   および競技経験年数における基礎統計量（ｎ = 20）
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第 3 項 結果 

図 6-2 は、各条件における最大握力の平均値、対応のある一要因分散分析の結果、および多重

比較検定の結果を示している。分析の結果、主効果に有意性が認められた（F ＝ 7.98, p < 0.05, 

η2 ＝ 0.30）。多重比較検定の結果、30hPa、60hPa、および 90hPa 条件が統制条件よりも有意

に低い値を示したが、30hPa、60hPa、および 90hPa の条件間に差は認められなかった。有意

差のみられた統制条件と圧を付加した各 3 条件との効果量(ES（d）＝ 0.44～0.45)であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2 伸縮性テープを用いた手関節テーピングによる各テープ圧の最大握力の平均

値、標準偏差および対応のある一要因分散分析の結果 
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 第 4 項 考察 

伸縮性テープでは 30hPa 以上の圧を付加した手関節テーピング法により、握力発揮が制限さ

れた。検討項目 2-1（本章第 3 節）を踏まえ、使用テープの違いにより握力発揮が制限されるテ

ープ圧が異なることが示唆された。 

伸縮性テープは、張力をかけ貼付することで縮む作用が働き、非伸縮性テープと比較してテー

ピング貼付部の密着度が高まる。また、動作や筋発揮に伴って手関節周径が大きくなり形状も若

干変化するため、非伸縮性テープでは、貼付部の密着度が低く部分的に圧のバランスが崩れるが、

伸縮性テープでは密着度が高く圧のバランスが崩れにくいと推測できる。握力発揮時は筋収縮に

より手関節周辺組織の硬化および周径が大きくなり変化する。この手関節部の変化により、非伸

縮性テープでは、部分的にテープ圧が強くなる箇所が存在するが、一方で弱まる箇所が存在する

ことも考えられる。伸縮性テープの場合、手関節部周径が変化しても手関節部全体に圧が付加さ

れ、さらに手関節周径が大きくなることで、テープ自体が伸ばされ、縮む作用が働くため、全体

的に強いテープ圧が付加されるかもしれない。加えて、伸縮性を持つ素材が重なり合うことで人

体にかかる圧迫圧が高まること（独立行政法人国民生活センター,2011）から、今回のように伸

縮性テープが三重に重なり合った手関節テーピング法では、手関節の周径変化に対して、強い圧

がかかりやすいことが予測される。さらに、テープの素材によるテープの厚みの違い（各々のテ

ープを 3 枚重ねた厚さは、非伸縮性テープ：0.77mm, 伸縮性テープ：2.52mm）も筋力発揮時

の人体への付加圧に影響する要因として推測される。しかしながら、今回の実験結果からこれら

の要因の影響については検証できないため、今後検討が必要となる。 

本研究結果は、検討項目 2-1 と同様に圧を付加することで筋活性が低下すると報告した

Alexander et al (2008)の研究を支持するものであった。メカニズムの解明にまで至らないが、

筋および腱に一定以上の圧が加わることにより、筋収縮に影響を与えることが示唆された。伸

縮性テープでは、30hPa 以上の圧を付加しても、握力発揮抑制の程度に差がみられなかったこ

とから、一定の閾値が存在し、その閾値を超えると握力発揮に際して低下反応が起こると考え

られる。一方で、最大握力の平均値は、どのテープ圧を付加しても、テープなし時よりも上回る

ことがなかったため、伸縮性テープを用いた手関節テーピング法によって握力発揮値が高まるこ

とは期待できない。 

テープ圧による握力発揮抑制の程度は、テープなし時と比較して、効果量(ES（d）＝ 0.44～

0.45)より、非伸縮性テープと同様に小さいと判断できる。瞬発的な筋力発揮が要求されるよう

な競技スポーツでは、手関節テーピング法の影響は小さいが、検討項目 2-1 でも示したように、

このわずかな低下がパフォーマンスに大きな影響を及ぼす可能性がある。 

現場への応用として、健康な競技スポーツ選手を対象とした場合、検討課題Ⅰの ROM 制限の

効果も考慮し、外傷・障害の予防を目的とし、かつ最大握力発揮への影響がない手関節テーピン

グ法を行う場合、30hPa 未満のテープ圧では可動域制限効果が期待できないため、伸縮性テー

プの使用は適さないと考えられる。 

一方で、手関節外傷後の痛みや、外傷が完治しないまま練習や試合をしなくてはいけない選手

等に対しては、伸縮性テープの使用は、非伸縮性テープより容易に圧を付加することができるた
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め（竹内,2007）、圧付加により痛みを緩和させる効果が期待できる。手関節に外傷を持つスポー

ツ選手を対象にした場合は、最大握力発揮において異なる結果が得られるかもしれない。今後、

臨床現場で被験者を確保することができれば検討していきたい。 

 

 

第 4 節のまとめ 

伸縮性テープを用いて手関節テーピング法を行った場合、30hPa 以上の圧を付加することで握

力発揮値がわずかに低下する。握力発揮値の低下の程度は、30hPa、60hPa、および 90hPa の圧

を付加しても変わらない(2.73～3.36kg, ES（d）＝ 0.44～0.45)。つまり、30hPa 以上の圧を付加

した場合、テープ圧の増加に伴う段階的な握力発揮値の低下はみられない。 
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第 5 節 第 6 章のまとめ（検討課題Ⅱのまとめ） 

 

1. 非伸縮性テープを用いて手関節テーピング法を行った場合、60hPa の圧付加までは握力発

揮値は低下せず、90hPa の圧を付加することで握力発揮値がわずかに低下する。 

 

2. 伸縮性テープを用いて手関節テーピング法を行った場合、30hPa 以上の圧を付加すること

で握力発揮値がわずかに低下するが、60hPa、および 90hPa の圧を付加しても、テープ圧

の上昇に伴う握力発揮値の低下はみられない。 

 

3. 非伸縮性テープと伸縮性テープでは、付加する圧によって筋発揮への影響が異なり、伸縮

性テープを用いた場合、非伸縮性テープよりも低い圧付加で握力発揮が低下する。 
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第１節 要約  

 

 スポーツ現場では、外傷・障害発生・再発予防、応急処置、およびリハビリテーションを目的に

テーピングが使用されている。その中でも手関節テーピング法は、主に手関節への負担が大きい競

技において外傷・障害発生・再発予防を目的に使用されている。また、選手自身でも巻くこと可能

であるため、様々な競技場面で使用されている。この手関節テーピング法は、選手の状態によって

非伸縮性テープと伸縮性テープを使い分けたり、両テープを併用したりする。しかしながら、使用

テープの違いによる影響は検討されていない。現場からは、手関節テーピング法により手関節のあ

らゆる関節可動域（ROM）を軽度制限できると報告されている。 

手関節テーピング法は、使用頻度の高いテーピング法であるが、どの程度のテープ圧で施行する

かは選手自身の感覚やトレーナーの経験則に基づいている。テープ圧と関節可動域（以下、ROM：

range of motion）の制限効果は、一定の比例関係にあると考えられるが、両者の関係性については

十分検討されていない。また、テープ圧を付加することで筋力発揮やパフォーマンスが低下すると

いう一部の報告がある。つまり、適度なROM制限効果があり、筋力発揮パフォーマンスは低下さ

せない適度なテープ圧を検証する必要がある。 

筋力の中でも握力は、柔道やレスリングなどの格闘技や、器械体操等の競技において必要とされ

る。その一方で、これらの競技は手関節部に負担が大きく怪我のリスクも高い。よって、外傷予防

を優先する手関節テーピング法により、握力発揮が低下し競技遂行に影響を及ぼすのであれば、テ

ーピング使用の可否を判断しなくてはならない。そのため、手関節の可動域制限と併せて握力への

影響を明らかにする必要がある。 

テーピングの効果を検証する際、テープ圧の管理が指摘されている。よって、これら ROMや筋

力発揮に及ぼす影響も、テーピング時のテープ圧の違いによって異なると考えられる。 

 本研究の目的は、健康な競技スポーツ選手を対象に、外傷・障害予防を目的とした手関節テーピ

ング法に着目し、非伸縮性テープと伸縮性テープの違い、およびテープ圧の違いが手関節の可動域、

および最大握力発揮に及ぼす影響を検討することであった。 

 第3章では、第2章の先行研究を通して明確にされた問題を整理し、本研究において検討すべき課

題を2つ設定した。第4章では、本研究における測定手順、測定対象、測定項目、測定方法、等を説

明した。第5章（検討課題Ⅰ）では、手関節テーピング法のテープの種類およびテープ圧の違いが

背屈および掌屈可動域に及ぼす影響を検討した。第6章（検討課題Ⅱ）では、手関節テーピング法

のテープの種類およびテープ圧の違いが最大握力発揮に及ぼす影響について検討した。 

 第4章の研究方法に従い、第5章、および第6章において設定した検討課題を実施した。定義され

た用語や仮説、本研究で選択された被験者、測定方法、および統計解析法等の限界の下で第5章、

および第6章で得られた知見を整理し、本章、第2節以下に示す。 
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第 2 節 仮説の検証 

 

第１項   

検討課題Ⅰ（第 5章）：手関節テーピング法によるテープの種類およびテープ圧の違いが 

       手関節の可動域に及ぼす影響 

 

検討課題Ⅰの目的を達成するため、3つの検討項目と、検討項目毎に仮説が設定された。以下

に、第 5章より導き出された結果をもとに仮説の検証を行う。検討項目 1-1は、第 5章の第 1

節の結果より、検討項目 1-2は同じく第 2節の結果より、検討項目 1-3は同じく第 3節の結果よ

り仮説検証を行った。その結果を以下に示す 

 

 検討項目 1-1：非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

      手関節の背屈可動域に及ぼす影響 

 

仮説 1-1-1 非伸縮性テープによる手関節テーピング法において、テープ圧の増加に伴い背

屈可動域は制限される。 

 

結果 

非伸縮性テープによる手関節テーピング法は、30hPa 以上の圧付加により自動 ROM 測

定法および他動 ROM測定法ともに、背屈可動域に制限効果がみられた。ROM制限効果は

圧を強めるに従い大きく、自動 ROM測定法では 90hPaの圧を付加することで 60hPa以下

の圧を付加するよりも制限効果が大きかった。従って、仮説 1-1-1は採択された。 

 

仮説 1-1-2 手関節の背屈可動域は、非伸縮性テープにて手関節テーピング法を実施し、テ

ープ圧（5, 30, 60, および 90 hPa）を付加しても、他動 ROMは自動 ROMよ

り大きい。 

結果 

非伸縮性テープによる手関節テーピング法が背屈可動域に及ぼす影響は、テープ圧（5, 30, 

60, および 90 hPa）を付加しても、他動 ROMは自動 ROM より大きかった。従って、仮

説 1-1-2は採択された。 
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検討項目 1-2：非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

      手関節の掌屈可動域に及ぼす影響 

 

仮説 1-2-1 非伸縮性テープによる手関節テーピング法において、テープ圧の増加に伴い掌

屈可動域は制限される。 

 

結果 

非伸縮性テープによる手関節テーピング法は、自動 ROM測定法では 30hPa以上の圧付

加により、他動 ROM測定法では 60hPa以上の圧付加により掌屈可動域に制限効果がみら

れた。ROM制限効果は圧を強めるに従い大きくなり、自動 ROM測定法では 90hPaの圧

付加により 60hPa以下の圧付加よりも制限効果が大きかった。従って、仮説 1-2-1は採択

された。 

 

仮説 1-2-2 手関節の掌屈可動域は、非伸縮性テープにて手関節テーピング法を実施し、テ

ープ圧（5, 30, 60, および 90 hPa）を付加しても、他動 ROMは自動 ROMよ

り大きい。 

 

結果 

非伸縮性テープによる手関節テーピング法が掌屈可動域に及ぼす影響は、テープ圧（5, 30, 

60, および 90 hPa）を付加しても、他動 ROMは自動 ROM より大きかった。従って、仮

説 1-2-2は採択された。 

 

 検討項目 1-3：伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

     手関節の背屈および掌屈可動域に及ぼす影響 

 

仮説 1-3-1 伸縮性テープによる手関節テーピング法において、テープ圧の増加に伴い背屈

および掌屈可動域は制限される。 

 

結果 

伸縮性テープによる手関節テーピング法による背屈可動域への影響は、自動 ROM測定法

では 90hPa のテープ圧を付加することで可動域が制限されたが、他動 ROM 測定法ではい

ずれのテープ圧を付加しても可動域は制限されなかった。同じく掌屈可動域への影響は、自

動 ROM 測定法では 5hPa 以上の圧付加により可動域が制限され、90hPa の圧付加により
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大きな制限効果がみられたが、5hPa、30hPa、および 60hPaの圧付加の間には制限効果の

差がなかった。他動 ROM 測定法では 60hPa 以上の圧を付加することで可動域が制限され

た。従って、仮説 1-3-1は一部採択された。 

 

仮説 1-3-2 手関節の背屈および掌屈可動域は、伸縮性テープにて手関節テーピング法を実

施し、テープ圧（5, 30, 60, および 90 hPa）を付加しても、他動 ROMは自動

ROMより大きい。 

 

結果 

伸縮性テープによる手関節テーピング法が背屈可動域に及ぼす影響は、テーピングなし時

と 90hPa の圧付加時において、他動 ROM は自動 ROM より大きかった。同じく掌屈可動

域に及ぼす影響は、テープ圧（5, 30, 60, および 90 hPa）を付加しても、他動 ROMは自

動 ROMより大きかった。従って、仮説 1-3-2は一部採択された。 

 

仮説 1-3-3 自動および他動 ROM は、伸縮性テープにて手関節テーピング法を実施し、テ

ープ圧（5, 30, 60, および 90 hPa）を付加しても、掌屈は背屈より大きい。 

 

結果 

伸縮性テープによる手関節テーピング法が自動および他動 ROMに及ぼす影響は、テープ

圧（5, 30, 60, および 90 hPa）を付加しても背屈よりも掌屈の方が可動域は大きかった。

従って、仮説 1-3-3は採択された。 
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第 2項  

 検討課題Ⅱ（第 6章）：手関節テーピング法によるテープの種類およびテープ圧の違いが 

       最大握力発揮に及ぼす影響 

 

検討課題Ⅱの目的を達成するため、2つの検討項目と、検討項目毎に仮説が設定された。以下

に第 6章より導き出された結果をもとに仮説の検証を行う。検討項目 2-1は、第 6章の第 1節の

結果より、検討項目 2-2は同じく第 2節の結果より、仮説検証を行った。その結果を以下に示す。 

 

検討項目 2-1：非伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

        最大握力発揮に及ぼす影響 

 

仮説 2-1-1 非伸縮性テープによる手関節テーピング法において、テープ圧の増加に伴い最

大握力発揮値は低下する。 

 結果 

 非伸縮性テープによる手関節テーピング法において、5hPa、30hPa、および 60hPaの圧

を付加しても最大握力発揮に影響を及ぼさないが、90hPa の圧を付加することで、テープ

なし時よりも最大握力発揮が低下した。従って、仮説 2-1-1は一部採択された。 

 

検討項目 2-2：伸縮性テープによる手関節テーピング法のテープ圧の違いが 

        最大握力発揮に及ぼす影響 

 

仮説 2−2-1 伸縮性テープによる手関節テーピング法において、テープ圧の増加に伴い最

大握力発揮値は低下する。 

   結果 

 伸縮性テープによる手関節テーピング法において、30hPa、60hPa、および 90hPa の圧

を付加することで、テープなし時よりも最大握力発揮値が低下した。しかしながら、30hPa、

60hPa、および 90hPa の圧を付加した条件間に差がみられなかった。よって、テープ圧の

上昇に伴う筋力発揮値の低下は確認されなかった。従って、仮説 2-2-1は一部採択された。 
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第 3 節 結語  

 本研究の検討課題Ⅰ、およびⅡにおける結果と考察を通じて、以下の結論が得られた。 

 

1．手関節テーピング法は、非伸縮性テープを使用し、テープ圧を高めることで可動域が減少する。

特に、能動的な背屈と掌屈、および外力により背屈強制される場合は 30hPa 以上の圧を付加す

ることで、外力により掌屈が強制される場合は、60hPa以上の圧を付加することで可動域が減少

する。よって、5hPaのように特に圧を付加しない場合、ROM制限効果を得ることできず、30hPa

以上の圧付加により制限効果が期待できる。ただし、掌屈を強いられる場合は、60hPa以上の圧

付加が必要となる。 

  伸縮性テープでは、能動的に背屈と掌屈する場合に ROM制限効果が期待できる。しかしなが

ら、外力を受ける環境下では、掌屈は 60hPa 以上の圧を付加しなければ制限効果が得られず、

背屈では 90hPa の圧を付加しても制限効果は得られない。よって、外力により背屈を強制され

る多くの競技種目では、伸縮性テープによる手関節テーピング法は外傷予防に適さない。 

 

2. 非伸縮性テープでは 90hPa の圧を付加することで、伸縮性テープでは 30hPa 以上の圧を付加

した手関節テーピング法により握力発揮値が低下する。握力発揮値の低下は、効果量 ES（d）よ

り、いずれも小さい。しかしながら、この低下が競技パフォーマンスに大きな影響を及ぼす可能

性も否定できない。 

今回の結果から、健康な競技スポーツ選手を対象に、外傷・障害予防の手関節テーピング法を

行う際、非伸縮性テープを用いた場合 30～60hPaまでの圧付加によりROM制限効果も得られ、

握力発揮への影響がなく効果的であると判断される。しかし、競技種目によって、必要とされる

可動域制限の程度、握力発揮への影響は異なるため、競技種目の特性や選手の状態を考慮した上

で付加するテープ圧を決定することが望ましい。 
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第 4 節 今後の課題 

 

1. 被検者 

 本研究の被験者は、競技スポーツ経験を 5年以上有する男子大学生であったが、今後は、競技種

目における適切なテープ圧を検討するために、柔道、体操および相撲等の手関節に負担を強いられ

る競技スポーツ選手を対象として検討を行う必要がある。また、トップスポーツ選手の資料収集が

可能な機会を得ることができれば、トップスポーツ選手との比較を行い、検討していきたい。 

 

2. 手関節テーピング法における、貼付方法の違いによる影響 

先行研究で示したように、手関節テーピング法の貼付方法は複数あり、本研究ではその内の 1種

類について検討を行った。よって、他の貼付方法とも比較検討を行う必要がある。 

 

3. 非伸縮性テープを用いた背屈および掌屈可動域に及ぼす影響 

 本研究では、非伸縮性テープによる手関節テーピングが背屈および掌屈可動域に及ぼす影響（検

討項目 1-1） では異なる被験者を対象とした。また、他動 ROM測定の際、背屈と掌屈の最終可動

域感（エンドフィール）が異なったため、検者が加える負荷圧も背屈と掌屈では異なっていた。よ

って、同一被検者を対象に、同じ負荷を用いて背屈と掌屈の他動 ROMを計測し、より詳細に検討

する必要がある。 

 

4. 手関節テーピング法が動的筋力発揮に及ぼす影響 

 本研究では、手関節テーピング法が最大握力発揮に及ぼす影響を検討した。握力は、筋力発揮の

様態から等尺性の筋力発揮に分類され、静的筋力発揮とも呼ばれる。スポーツ競技場面では、握力

発揮の他に、投球動作や打球動作等の手関節の動きを伴う筋力発揮が行われる。よって、動的な筋

力発揮に及ぼす影響についても検証し、手関節テーピング法における ROM制限効果と動的筋力発

揮に及ぼす影響を包括的に検討する必要がある。 

 

5. 血流制限への影響 

  本研究では、手関節テーピング法による血流への影響を検討していない。また、テーピング貼付

後、関節可動域の測定は 4 分以内、握力の測定は 1 分以内に行われたが、短期的な血流への影響

と並行して 10分以上の時間も設定し、テーピング貼付時間による血流への影響も検討する必要が

ある。この血流への影響を加えることで、各競技スポーツにおける試合時間との関係を推測でき、

各競技スポーツに対して、より適切なテープ圧の提案が可能になると考えられる。 
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6. 現場で適切なテープ圧を付加するための目安の作成 

本研究では、連続接触圧測定器を用いてテープ圧を設定したが、現場では測定器を用いてテープ

圧を設定することは現実的でない。そのため、テーピング貼付の際に必要な圧を付加できるように、

現場に適した基準を作成する必要がある。これらは、施行者の主観的な側面と、圧の強さによって

テープの色や模様等が変化する等の客観的な側面から検討する必要がある。この基準の作成に当た

っては、テーピング施行者の経験とテーピングの特性や材質、テーピングの素材に関する新しい発

想を踏まえて、研究方法について議論していく必要がある。 
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